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平成３０年第２回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第４号） 

 

                             平成３０年６月７日（木曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ２４番 吉成伸一議員 

      １．本市農業の可能性と農地活用について 

      ２．那須塩原駅再開発と周辺の道路整備について 

      ３．公民連携による民間活力の導入について 

    ７ 番 齊藤誠之議員 

      １．幼稚園及び保育園から小学校への円滑な接続のために 

      ２．本市の文化活動の振興について 

    ４ 番 星野健二議員 

      １．防災意識の向上と避難所対策について 

      ２．永続的な墓地管理の仕組みの構築について 

    ６ 番 森本彰伸議員 

      １．マイナンバーカードの推進と活用について 

      ２．ドメスティックバイオレンス、ＤＶ対策について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は25名であります。 

  19番、相馬義一議員より遅刻する旨の届け出が

あります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（君島一郎議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 議員 

○議長（君島一郎議員） 初めに、24番、吉成伸一

議員。 

○２４番（吉成伸一議員） おはようございます。 

  いよいよ梅雨入りした模様であるというお話が

きのうありましたが、この週末には自転車レース

の大きなクリテリウムが開催されます。ぜひ天候

に恵まれた中で、多くの方々が来場してくださる

ことを祈っております。 

  それでは、公明クラブ、吉成伸一、市政一般質

問を行います。 

  １、本市農業の可能性と農地活性化について。 

  農業従事者の高齢化や後継者不足により、農業

の担い手確保が大きな課題となっています。また、

農業従事者の高齢化に伴い、遊休農地の増加も問

題となっています。 

  栃木県農業は、地理的優位性を考え、以前は盛

んに首都圏農業が推進されました。現在は流通環

境が整ったことにより、食の安全安心が優先され

るとともに、産地間競争も激化しています。本市

の農業を取り巻く課題も全国と同様の課題を抱え

ています。 

  しかしながら、本市の農業の潜在力は他地域と

比べ、まさるとも劣らないものと思います。2020

年東京オリンピック・パラリンピックを控え、食

への関心が高まっています。以下について伺いま

す。 

  ⑴本市の農家戸数・農業就業人口のここ数年の

推移と耕作放棄地・遊休農地の現状並びに農地の

集積・集約の推移を伺います。また、今年度から

米政策の見直しが行われ、生産数量目標の配分が

なくなるとともに、達成・未達成の要件もなくな

りました。供給が需要をオーバーすることが懸念

されますが、本市の対応を伺います。 

  ⑵本市農業は、稲作、園芸作物、酪農、畜産等、

さまざまな農業形態があり、それぞれがすぐれた

生産品を生んでいます。本市農業の将来性につい

ての見解を伺います。 

  ⑶農家戸数・農業就業者の減少に対する施策と

して、新規就農者支援が行われてきました。新規

就農者の現状を伺うとともに、本市独自の支援策

の考えはあるか伺います。 

  ⑷農業への企業進出により雇用創出に成功する

とともに、荒廃農地、農業者の高齢化、鳥獣被害

等の課題を解決の方向に進めた地域が全国にあり

ます。農業への企業進出に対する本市の考え方に
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ついて伺います。 

  ⑸国（国土交通省）は、農地と空き家をセット

にした農地つき空き家を推奨しています。その背

景には都市部の住民の３割が農山村への移住傾向

があるとのデータに基づき、新規就農時に苦労す

る農地の確保、住まいの確保を自治体が援助する

ことで、移住のハードルを低くしている事例がふ

えています。本市の考えを伺います。 

  ⑹東京オリンピック・パラリンピック組織委員

会は、農作物調達の要件として、農林水産省が定

めるＧＡＰ（農業生産工程管理）に基づき生産さ

れたことを公的機関の第三者が確認することを求

めています。栃木県は県独自のＧＡＰ規範を定め、

農水省ガイドラインに準拠したものとなっていま

す。本市の取り組みについて伺います。また、知

的財産として保護される地理的表示（ＧＩ）保護

制度が始まり、約３年が経過しました。地理的表

示（ＧＩ）産品の登録状況と本市の地理的表示

（ＧＩ）産品の登録への可能性を伺います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） それでは、１の本市

農業の可能性と農地活用について順次お答えいた

します。 

  初めに、⑴の農家戸数・農業就業人口、耕作放

棄・遊休農地、農地の集積等の現状と推移及び米

政策の見直しに対する対応についてお答えいたし

ます。 

  農林業センサスにおける平成27年２月現在の数

値となりますが、農家戸数については2,820戸と

なっており、５年前の3,111戸から291戸減少して

おります。 

  農業就業人口については4,254人となっており、

５年前の5,159人から905人減少しております。 

  耕作放棄地については336haとなっており、５

年前の282haから54ha増加しております。 

  遊休農地については、農業委員会の農地利用状

況調査結果において、平成29年度末現在で26.3ha

となっており、５年前の30.4haから4.1ha減少し

ております。 

  農地の集積・集約については、農業公社の経営

状況報告において、平成29年度末現在で1,835ha

となっており、５年前の1,375haから460ha増加し

ております。 

  続いて、米政策への見直しへの対応ですが、市

農業再生協議会では、県農業再生協議会が需要に

見合った作付面積として定めた県全体の面積のう

ち、本市に提示された面積を上限に、農家の意向

を踏まえた面積を各農家の作付参考値として提示

したところであります。全国的な作付面積や生産

量は現段階では不明であり、供給が需要をオーバ

ーすることも考えられますが、本市においては農

業者が自主的な判断により個々の生産を行いつつ、

収益性の高い作物生産を含めた農業経営に取り組

めるよう国・県と連携しながら、適宜情報提供に

努めてまいります。 

  次に、⑵の本市農業の将来性についてお答えい

たします。 

  国の平成28年市町村別農業算出額において、本

市の農業算出額は367億円で県内第１位、全国で

も第19位となっており、生産地として高い評価を

受けております。市としましては、現在、担い手

の高齢化等の課題はあるものの、本地域の強みを

生かし、農業の振興を図っていくことで本市の農

業の将来はより一層発展が期待できるものと考え

ております。 

  次に、⑶の新規就農者の現状及び本市独自の支

援策についてお答えいたします。 

  新規就農者の現状については、平成28年度新規
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就農者数が17人でありました。新規就農者に対し

ては、国の補助制度を活用し交付金を交付してい

るほか、市としましても新規就農者の確保・育成

の重要性を十分に認識しているため、若い世代の

就農のきっかけづくりとなるようシルバーファー

マー制度の年齢要件を廃止し、チャレンジファー

マー事業としてリニューアルしたところでありま

す。 

  今後、さらなる担い手の確保を推進するため、

農業関係団体や農業者とも連携、協力し、本市独

自の農業研修制度の確立に取り組んでまいります。 

  次に、⑷の農業への企業進出についてお答えい

たします。 

  企業経営体については、本市においても増加傾

向にあり、雇用の創出や農業地域の課題にも十分

対応できる担い手と考えておりますので、農業へ

の企業進出については企業の理念・体制・資金計

画等を見きわめつつ、県との取り組みを連携しな

がら推進してまいりたいと考えております。 

  次に、⑸の農地つき空き家に対する考えについ

てお答えいたします。 

  農地つきの空き家については、新規就農者を呼

び込む方策として有効なものと考えておりますの

で、空き家に付随する農地面積の要件や空き家バ

ンク活用などを含め、本市にふさわしい農地つき

空き家制度のあり方を関係機関と連携し、検討し

てまいります。 

  最後に、⑹のＧＡＰの取り組み及び地理的表示

（ＧＩ）産品の登録についてお答えいたします。 

  ＧＡＰの取り組みが農業における食品安全、環

境保全、労働安全等を高め、農業を持続可能なも

のにしていくための有効なツールであることから、

県においても取得に向けた取り組みを強化してお

り、本市においても県との連携を図り、制度の周

知や取得の支援をしてまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、地理的表示（ＧＩ）保護制度であります

が、本制度は地域で育まれた伝統と特性を有する

農林水産物・食品のうち、品質等の特性が産地と

結びつき、それを特定できるような名称が付され

るものについて、地理的表示を知的財産として国

に登録するもので、平成30年４月現在、全国で62

件の登録があります。 

  市としましては、本制度の登録については農業

団体が経営戦略等に基づき、みずから判断してい

くことが基本と考えておりますが、他の産品との

差別化やブランドの保護に寄与するものであるこ

とから、引き続き登録の可能性を調査研究してま

いりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、⑴から再質

問させていただきます。 

  ただいま答弁いただいた中で、耕作放棄地、そ

して遊休農地、呼び名は違いますが、中身として

変わりはほとんどないわけですよね。ただ、農業

センサスと、それから各市町における農業委員会

の調査では、そこに数字の乖離があるわけです。

そこがどうも納得いかないところなんですよね。

那須塩原市としては、この数字に対してどういう

ふうな思いをして、遊休農地対策、耕作放棄地対

策というのを進めようとしているんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 農林業センサスと遊

休農地の面積の変わりようをどう捉えているかと

いうご質問でございますが、議員ご指摘のように、

耕作放棄地も遊休農地も、現に作付が行われてい

ない農地という広い意味での定義は同じでござい

ますが、調査方法が異なるため、面積に乖離が生
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じているというふうに認識しております。 

  耕作放棄地については、農林業センサスという

統計調査に基づいて行っておりまして、調査方法

としては各農家に調査票を配布し、耕作が行われ

ていない農地の面積を農家の自主申告により推計

しているものでございます。遊休農地につきまし

ては、農業委員会において年に１回実施しており

ます農地パトロールにおいて、農業委員もしくは

最適化推進委員が担当地区を回りまして、道路か

らの達観調査等により現認をしているというとこ

ろでございます。そうした観点で、農業者・所有

者の意識、あるいは周りから見た目というところ

で、面積的な差異が生じているというふうに考え

ております。 

  また、こちらの面積の把握につきましては、耕

作放棄地につきましては農林業センサスの統計上

の数値ということで、こちらは現状把握というと

ころが目的でございまして、遊休農地につきまし

ては、農業委員会において調査報告に基づきまし

て、耕作をするのかしないのか、そうしたところ

の解消に向けて具体的な取り組みにつなげるもの

というふうに認識しております。こうしたことか

ら、遊休農地については、4.1ha減という結果に

ついては、そうした農業委員会等の取り組みによ

り、昨年度においては減少しているというふうに

認識しております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 私も１期ではあります

が、農業委員を経験した一人として、農業委員の

場合には、当時はまだ推進委員はいませんでした

けれども、やっぱり目視というのを非常に大切に

して調査票も出しましたから、そういった観点か

らいけば、間違いなく遊休農地の面積のほうがよ

り現実に近いというふうには捉えておりますが、

余りにも乖離があるということで、もっと統一さ

れたものが本当はあってしかりじゃないかと、そ

のように思います。 

  遊休農地対策については、平成19年に固定資産

税の強化策というのが導入されたわけですよね。

これまでの固定資産に対して大まかですけれども、

1.8倍ほど高くするという国のほうの税制改正が

あったわけですけれども、それらに関しては当然、

農地全てではなくて農振地域に関しての遊休農地

ということになっているとは思うんですが、それ

に対象となるような農地というのは本市にはある

んでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 議員おっしゃるよう

に、遊休農地に耕作をするように勧告等を行いま

して、それでも耕作が進まないような農地につい

ては固定資産税の強化策というものがございます。 

  ただ、現段階で本市においては固定資産税の強

化といった措置がとられた事例はございません。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 農振地域ですから、当

然あっちゃいけないことですので、そういったも

のがないように農業委員会としても目配せをして

いるんだと思うんですけれども、ないのであれば、

それにこしたことはないなと思います。 

  それでは、その他の耕作放棄地であったり遊休

農地の対策として何点かお伺いしたいんですが、

例えば、耕作放棄地をデータベース化したり、そ

れから地図情報化しているというような方向には

なっているんでしょうか。 

  それともう１点は、これは農地法に関係してき

ますけれども、荒廃農地調査の中には分類が２つ

ありますよね、ＡとＢと。Ａに関しては抜根等々

すれば農地に回復できると、Ｂに関しては死に林
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になってしまって、当然もうできないと、その分

類に対しては本市は行っているのでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） それでは、私のほう

からは耕作放棄地のデータベース化といったとこ

ろをお答えしたいと思います。 

  耕作放棄地につきましては、先ほど申し上げま

したように、農家に配付した調査票に基づき、幾

らの面積があるかといったところの把握でござい

まして、具体的にはどこにどれだけの面積がある

かというような調査結果は出ておりませんので、

現段階ではそういったもののデータベース化ある

いは地図上への落とし込みといったことは、調査

の性格上無理かというふうに考えております。 

  荒廃農地につきましては、農業委員会の担当で

ございますので。 

○議長（君島一郎議員） 農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（久留生利美） それでは、

遊休農地の中でも荒廃農地があるのかと、その中

の分類、確かにＡ分類とＢ分類ということでござ

います。 

  議員おっしゃるとおり、Ａ分類については耕作

が通常の農作業を行うことによって可能と見込ま

れる荒廃農地で、Ｂ分類につきましては耕作する

ことがもう見込まれない荒廃農地ということでご

ざいますけれども、こちらは農業委員会としまし

ても、Ａ分類、Ｂ分類、分けてデータのほうは捉

えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） もし、データを捉えて

いるのであれば、Ａ分類、Ｂ分類、ご報告いただ

けますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（久留生利美） 平成29年の

調査におきまして、先ほど、全体としましては遊

休農地26.2haということで答弁させていただきま

したけれども、Ａ分類につきましては25.4、Ｂ分

類は0.8ということになります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 手を加えれば、農地に

復活するというものがほとんどだということです

ね。わかりました。 

  続いて、遊休農地に対して担い手であったり、

それから担い手の多くは認定農業者ということに

なるんだと思うんですが、そういう方々とのマッ

チング、話し合いなんかを設けた経緯はあります

か。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 担い手と農地へのマ

ッチングということでございますけれども、地域

ごとに担い手の方に集まっていただいて、そうい

った遊休農地等のマッチングといった会議は現時

点では開いておりません。 

  しかしながら、人・農地プランというものを市

内８区に策定しておりまして、そうした中では出

して、担い手のマッチングというのをそのプラン

の中で計画に計上しているという現状でございま

すので、こちらの人・農地プランの会議を今後、

農業委員会等と連携しながら開催して、その中で

担い手等へのマッチングといったところを進めて

まいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今、何点かお聞きをし

た点があるわけですけれども、実はこれらに関し

て、全て実施をしているという地域があります。
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それは長崎県の松浦市というところで、これは今

年度第10回の耕作放棄地発生防止・解消活動表彰、

農林水産大臣賞を受賞しているんですね。ここで

はもう一つ、独自の施策を取り入れていまして、

遊休農地等を担い手が借りましたという場合には、

最大で１反歩当たり３万3,000円の補助金を出し

て、それが最大というのは、要は長く借りれば借

りるほど補助金が多いという制度にしているんで

すね。そのことによって、この６年間で60haを超

す耕作放棄地が解消したという事例なんですね。

ですから農林大臣賞もとったんだと思うんですが、

こういったことは、非常に私は参考になる事例だ

と思うんですね。 

  先ほど、質問した中では今後やっていきたい、

現在まだやっていないというようなお話でしたけ

れども、これらについて、もし所見があればお伺

いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 借り手への支援とい

うことでございますが、現段階は農地の出し手に

関しましてはさまざまな支援制度がございますが、

現時点では借り手といったところの支援はござい

ません。当然、そうした背景には、そういった支

援を今までのところしなくても、それなりにやっ

ぱり借り手がつくといった現状もあるというよう

なところがあるかと思いますが、遊休農地等がふ

えることは担い手不足に伴い明らかでございます

ので、今後につきましては、こうした借り手に対

する支援といったものも動向を見ながら検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 知り合いの借り手側の

農業者も認定農業者ですけれども、もう限界だと

いうような方々の声も聞こえてきています。です

から、やはり借りる側にもメリットがもうちょっ

とあってもいいのかなと、それが松浦市の施策じ

ゃないかなと思うんですね。ぜひ検討を加えてい

ただければなと、そのように思います。 

  それでは続いて、今年度から米政策が大きく転

換をされたわけです。その中で、那須塩原市の農

業再生会議、この中では米政策の変化に伴って、

市としては会議の中での意見等は述べているのか

お伺いするとともに、県のほうで各市町に作付の

参考値というのを示しているんだと思うんですが、

本市にはどのぐらいの数量、面積が示されたんで

しょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ご質問の最初が、会

議の中で意見ということですか。 

○２４番（吉成伸一議員） 何か意見を述べたかと、

市として。 

○産業観光部長（小出浩美） 市として。 

○２４番（吉成伸一議員） はい。 

○産業観光部長（小出浩美） 会議の中でどのよう

な意見を述べたかというのは、申しわけありませ

ん、ちょっと把握していないんですが、作付参考

値の面積で申しますと、本年度、本市に提示され

た作付参考値の面積は3,883haということでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 初めの質問でも言いま

したけれども、やはり供給と需要の問題がここで

狂ってしまうと、米余りになる可能性というのは

非常に危惧される点なわけですよね。そうなって

くると、先ほどの最初の答弁、当然それぞれの農

家の考え方というのが大きくかかわってくるわけ

ですけれども、場所によっては自由とはいっても、

撤廃されたとはいっても、ぜひこの辺の面積でや
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ってほしいというようなやんわりとした形で農家

に伝えている、そういったところも見受けられる

わけですね。本市はその辺の考えはどうお持ちで

すか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 作付参考値に対する

各農家への周知といいますか、協力依頼の方法と

いうことでございますけれども、作付参考値は市

の再生協議会から各農家に提示しております。そ

の通知の中で、参考値については極力重視するよ

うにお願いしたいというような文書をつけてお示

ししていたというふうに記憶しております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 了解しました。 

  それでは、⑵のほうに移ってまいりたいと思い

ます。 

  本市の農業生産額というのは、県内で１位、そ

れから全国でも19位と、農産地の評価としては非

常に高い地域だという答弁があったわけですね。

本市は何点か条件を挙げれば、日照時間も長い、

それから気候的にも安定している、あと災害も少

ない、そして首都圏に近い等々の利点があるんだ

と思うんですね。それらが生かされた農業形態と

いうのは、どれがベストないしはベターだと思い

ますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ベストな農業形態と

いうことでございますけれども、その辺につきま

しては、具体的な品目とかその辺によって販売戦

略といったものが変わってくるかと思いますけれ

ども、間違いなく大都市、首都圏に近いという地

の利は本市の強みだと思っていますので、その辺

のところの強みは十分に生かしてまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） あと１点、ちょっとお

伺いしたいのは、那須塩原ブランドがあります、

17品目ですかね、20ぐらいあるんでしたよね。そ

の中で、農産物というのは本当に少ないわけです

ね。この理由は何でしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ブランド品の登録で

農産物が少ない理由ということでございます。 

  ブランド品につきましては、申請を受けて、そ

れを認定するという形をとっておりますので、申

請者からの申請がないと認定できないという仕組

みでございます。その中で、農産物のブランド品

が少ないといったものに関しては、そうですね。

やはり、もう少しブランド品の登録をするように

働きかけが足りないのかどうなのかというところ

で、ぜひ那須塩原市をＰＲする意味でも農産品が

ブランド品になるというのは重要かと思いますの

で、その辺のところももう少し研究して、農産物

のブランド品の増加につなげてまいりたいという

ふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） せっかく立ち上げた制

度ですので、やっぱり多くの農家が参加をする、

認定されるかどうかはまた別にして、そういった

働きかけをぜひやっていただきたいなと、そのよ

うに思います。 

  それでは、⑶のほうに移ってまいります。 

  新規就農者として17名というご報告がありまし

た。実際に国がこれまで行ってきた青年就農交付

金事業、現在名前が変わって農業次世代人材投資

事業という名称に変わっていますが、この中身は

変わったかどうか、それから、これを利用してい
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る方というのは何人ぐらいいるんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 次世代人材投資事業

といったところのご質問でございます。 

  こちらの中身につきましては、要件を満たす45

歳未満の認定新規就農者に対して、年間最大150

万円、最長５年交付するというものでございます。

事業内容については、大枠については変更はござ

いません。サポート体制が充実したというところ

がございまして、当該対象者がより安定的に営農

に定着できるようにサポートチームといったもの

の体制が構築されたほか、３年目に中間評価を実

施するといったところが変更点でございます。 

  実績でございますが、現在22名ということで、

３名が平成29年度の新規採択者ということでござ

います。補助金の額につきましては、平成29年度

の総額で2,925万円となっております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） わかりました。 

  それから、これまでシルバーファーマー制度と

いうことで進めてきた市独自の制度、これを今回

はネーミングを変えてチャレンジファーマー制度

という、当然、年齢の要件というのを排除したと

いうお話がありました。これについては以前、私

もぜひ改正をして、年寄りだけじゃなくて若い

方々もこの制度で農業研修を受けられたらという

提案をした手前、名前を変えていただいて、今後

大きくこの制度が展開していけばいいなと思うん

ですが、現在、登録者はどのぐらいですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 登録者ということで

ございます。 

  ご参考までに、平成28年度からの登録者を申し

上げたいと思うんですが、平成28年度が20名、男

が18名、女が２名、平成29年度が23名で、男が13

名、女が８名、うち３名が55歳未満ということで

ございます。平成30年度、今年度でございますが

23名ということで、男が20名、女が３名、うち３

名が55歳未満ということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） どこにおいても、新規

就農者に対する期待というのは大きいんだと思う

んですが、思ったほどなかなかふえないという現

状であるのも事実だと思うんですね。そういう中

で、那須塩原市独自のチャレンジファーマー、こ

れがもう少し若い方も参加するような形になって

くれば、定着してくればいいなと、そう思います。 

  これは一例ですけれども、以前、常任委員会で

視察の予定だったんですが、残念ながら台風で行

けなかったのが島根県の浜田市なんですね。浜田

市は浜田市方式といって、新規就農者に対する支

援事業が非常に充実しているということで、全国

でも有名なところです。そこではセンターをつく

って、それも市だけじゃなくて県も入っています

し、それから農業団体、ＪＡも入ってセンターを

つくって、その中で新規就農者に対する支援チー

ム、それから認定農業者に対する支援チーム、そ

れから土地をふやそうというような方々に対する

支援チーム、３つつくってやってきているわけで

すね。これは本市にとっても非常に参考になる事

例だと思うんですね。もし所見がありましたら、

お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 浜田市の事例がどう

かということでご質問をいただきました。 

  議員のおっしゃるとおり、浜田市は市の職員、
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それから県の職員、それから農協職員がチームを

つくりまして就農支援を行っているというところ

でございます。 

  本市においても何らかの連携というのは当然し

ているわけですけれども、ここまで明確に、もう

ワンストップサービスというか、窓口が一本化し

た形での取り組みというのは非常に参考になりま

すので、今後参考にさせていただきたいと思いま

す。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひ参考にしていただ

ければなと思います。 

  それでは、⑷に移らせていただきます。 

  農業への企業の進出ということで、答弁として

は、今後については県とも連携しながら推進をし

ていきたいという大まかな答弁だったと思うんで

すね。これらについても幾つかやっぱり事例があ

ります。 

  我々公明クラブでは、１月に静岡県の磐田市に

行きました、ジュビロ磐田で有名な、あそこに行

きましたけれども。あそこはお茶畑がたくさんあ

るんですが、やはり高齢化が進んで、もう遊休農

地になってしまってきているような地域があると

いうことで、何とか金業進出によって農業を復活

できないかということで、市の職員がさまざまな

イベント、それから企業のブースなんかを回って、

これ、大体東京都内だったそうですが、その中で

話がまとまったのが磐田アグリカルチャーという

ことになるんですが、これ、出資をしているのは、

富士通、オリックス、それから地元の種苗会社、

そこに市がかかわってやっているわけです。現在

約10haで、主にはトマト、パプリカ、それから葉

物野菜で、露耕、それから水耕、両方栽培はやっ

ています。働いているパートの方も141名ほども

今はいると、その中には地権者も何人も入ってい

るというお話なんですね。非常に熱意のある話を

聞いたんですが、これらは本当、那須塩原市にも

大いに参考になるんじゃないかと思うんですね。 

  那須塩原市には、有名なカゴメがあります。カ

ゴメも全国に大規模な野菜工場を持っています。

残念ながら那須塩原市にはないわけですね。私が

子どものころ、カゴメが進出してきて、各農家は

契約栽培したわけです。うちもカゴメと契約して、

トマトを契約栽培でつくっていた時期があります。 

  これはちょっと市長にお伺いしたいなと思うん

ですが、市長はさまざまな、今、企業回りをされ

ていると思うんですね。当然、カゴメにも伺った

経緯はあると思うんです。そういった中では、ぜ

ひ地場産で、そういった野菜をつくれればなと、

契約農家は今でもあるとは思うんですが、その辺

のお話というのは出ていないんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 私の企業訪問という中で、カ

ゴメさんにもお邪魔をした経過がございまして、

私も大分前でございますけれども、市内をずっと

回っていった中で、カゴメさんの契約農地という

のが幾つか昔はありました。最近ちょっとなくな

ってきたなというふうには感じてはいますけれど

も、いずれもよく看板が出ておりまして、トマト

の栽培といいますか、そういったものをやってい

た農家さんがたくさんいらっしゃったなという感

じはしております。 

  企業との意見のやりとりの中では、やはり地元

産のそういった野菜関係、それも使いたいという

お話も出ておりますし、ただしやはり企業ベース

に乗る、そういったものでなければ、これはなか

なか難しいだろうということで、これらについて

はこれからもやはり企業側との情報交換、そうい

ったものができれば那須塩原市産の農作物、野菜
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等々がジュース等々にもなるのかなと考えており

ますので、これからは情報の収集、そして企業の

考え方、そういったものを我々としても十分に伺

った上で、協力ができるものについては我々とし

ても協力をしていきたいなと考えます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今、市長から前向きな

お答えをいただきました。 

  やはり、地場産、那須塩原市産という、例えば

トマトにしてもニンジンにしても、そういった名

称が入るだけで、もうブランド力はアップするわ

けですよね。那須塩原市も売り込めるわけですよ

ね。そのチャンスというか、それが那須塩原市に

カゴメという大企業があるわけですから、ぜひ生

かして、コミュニケーションをとって進めていっ

ていただければなと、そのように思いますので、

よろしくお願いいたします。 

  それでは、⑸の農地つき空き家のほうに移りた

いと思います。 

  実は、先だって、これも会派だったんですが、

ある研修会に出席をいたしました。その中で、国

土交通省の住宅局長、伊藤さんという局長だった

んですが、その方が住宅局長ですから、基本的に

は空き家対策というお話の中で農地つき空き家の

話が出まして、事例なんかも発表されたんですね。

そんなのを聞いて、今回質問に入れたら、鹿沼市

が今回、農地の売買制限を１ａにするということ

で、農地つき空き家を今後進めていきたいという

ような新聞報道もありました。 

  先ほど、最初の答弁ではやはり関係機関と連携

して検討していきたいというお話だったわけです

けれども、遊休農地の対策に直接つながるかとい

うのは、空き家と農地がうまく両方一緒に入って

いること自体がそうあるわけではないので、制度

としてはそんなに進まないかなと思うんですが、

ツールの一つとしては決して悪い発想ではないん

だと思うんですね。そういう観点からいくと、や

はり最初に述べましたように、都会から那須塩原

市に来たいという方がもう３割もいる中で、実際

に農業をやりたいとなった場合には、やはり農地

を手に入れる、家を手に入れる、そこが一番大き

なハードルになるわけですよね。そこを低くする

ためには、１つはやはり農地の面積の制限、本来

であれば50ａでしょう。そして北海道あたりでは

２haというような制限があるわけですけれども、

その辺の制限についても今後、那須塩原市として

は、これは当然、農業委員会が最終的に決定する

わけですけれども、どういう考えを持っているで

しょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（久留生利美） それでは、

農業委員会のほうとしての考えのほうをご答弁さ

せていただきたいと思います。 

  議員おっしゃるとおり、原則は那須塩原市の場

合、50ａ以上で、特例としまして２つほど要件が

ございます。その中で、那須塩原市のほうでは現

時点では特例の適用を運用する状況にはないとい

うことでございますけれども、今までの意見のや

りとりの中でありましたとおり、特に中山間地域

等におきましては、担い手が不足すると、そのよ

うなことが予想されますので、関係機関のほうと

協議させていただきながら、また農業委員会のほ

うも農業委員さんのほうにちょっと諮りまして、

調査研究のほうをするよう対応したいと考えてお

ります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） こういった要件を緩和

している、これは農地法の施行令の17条でできる
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わけですけれども、ただ限られていますよね。当

然、那須塩原市全体の農地というわけではなく、

今、局長のほうからお話があった中山間地域であ

ったり限られたところ、鹿沼も同じですよね、限

られたところですから。ただ、そういうことも一

つの施策としては取り入れていただいて、移住者

がいるんであれば、それにこしたことはないわけ

でして、シティプロもやっているわけですから、

そういった観点からもぜひ検討を進めていただけ

ればなと思います。 

  それでは、⑹に移ってまいります。 

  まず、ＧＡＰのほうなんですが、ＧＡＰに関し

ましては12月議会で同僚の田村議員が質問させて

いただいております。その際の答弁では、ＧＡＰ

認証に関する専門家を招聘して、詳しい話を聞き

たいというような答弁がありました。その後、ど

のような対応をされたかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＧＡＰへの対応とい

うことでございます。 

  12月の議会において、田村議員の質問に対して、

ＧＡＰ認証に対する専門家を招いて話を伺うとい

うふうに市長のほうから答弁があったわけですけ

れども、そちらの対応につきましては、本年の２

月６日、ＪＡなすのＧＡＰ推進大会というのを開

催していまして、市はその大会を後援したという

ふうになっております。 

  その中身としましては、専門家の講師を招いて

講演会を実施し、参加農家にＧＡＰの意義等の説

明を行ったということでございます。そのほかに、

こちらの大会ではＪＡなすのにおいても、ＪＡグ

ループ栃木のＧＡＰ推進方針に基づいて栃木県Ｇ

ＡＰに積極的に取り組んでいくといった説明があ

ったわけでございます。市としましても、このよ

うな団体の取り組みを後押ししていきたいという

ふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） グローバルＧＡＰであ

ったりジャパンＧＡＰであったり、そういったも

のはハードルが高いので、今回、栃木県もそうで

すし、お隣の茨城、そして群馬なんかも県版のＧ

ＡＰをつくるということで、実際にはつくってい

るわけですね。 

  ここで大切なのは、やはり専門的な知識を有し

た指導員の方がいないと、各農家に対して説明す

るにしても知識がなければ説明できないわけです

から、その辺については今、県はどのぐらい指導

員というのは確保されているか、情報として伺っ

ていますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 県におきましては、

ＧＡＰの取得を現在強化している中で、そういっ

た指導員を増員しているという取り組みは聞いて

おります。 

  ただ、申しわけありませんが、ちょっと具体的

な数字については手元にございませんので。申し

わけございません。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 全農、ＪＡの上の組織

ですけれども、そこも現在は明確にはわかりませ

んが、今後1,000人を超える指導員をぜひつくっ

てほしいということで、国のほうにも要望してい

るんだということです。 

  栃木県の情報でいうと、今７名ぐらいだという

情報を得ているんですが、７名ではとてもじゃな

いですけれども、賄い切れないと思うんですね。

そういったことに対しても、市も積極的に県のほ

うにぜひ働きかけていただきたいなと思います。 
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  それから、農家に対するＧＡＰ制度の周知、そ

れから取得の支援、これは市としてはどう考えて

いますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＧＡＰにつきまして

は、県がこの３月にとちぎＧＡＰの第三者確認実

施要綱というのを定めまして、県独自のＧＡＰの

認証に取り組み始めたところでございます。 

  市としましては、こうした県の制度を有効に活

用していただけるよう、農協あるいは県の機関と

連携しながらＰＲしてまいりたいというふうに考

えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 東京オリンピック・パ

ラリンピックで使う食材、それがＧＡＰ認証がな

いとだめだという、それだけでは実はないんだと

思うんですね、その後も大切だと思いますので。

とはいえ、やはり早い段階で農家へのＰＲ、周知

というのは必要だと思いますので、今後積極的に

進めていただければなと思います。 

  それでは、地理的表示（ＧＩ）保護制度につい

てなんですが、先ほどの答弁の中で、全国で62件

が現在登録されていると、ちょっと調べてみると

栃木県内ではもう１つしかないんですね、１品し

かない。これは宇都宮の新里ねぎということにな

るわけですけれども、本市には一昨日も山形議員

のお話でもありましたけれども、高原大根であっ

たり高原ほうれん草、そしてトロかぶであったり、

十分に地理的表示（ＧＩ）保護制度に登録可能じ

ゃないかなという作物があるわけですけれども、

それに対する考えをお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＧＩへの登録という

ところのご質問でございます。 

  ＧＩの登録につきましては、いろいろ規定がご

ざいまして、やはり品質の均一化とか、あとは25

年以上継続して栽培の実績があったかといったと

ころもございまして、一朝一夕に新しいものをつ

くって登録できるものではないというふうに認識

しております。 

  ただ、今、議員ご指摘の塩原の高原大根あるい

はカブといったもの、その辺がこういったＧＩ表

示に該当していくかどうなのかといったところに

ついては調べさせていただいて、もし該当するよ

うな場合は関係者と登録に向けて協議し、必要で

あれば支援してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひ、調査して進めて

いただければと思います。費用的には若干かかる

のは間違いないわけですけれども、それらに対し

てももし支援の手が差し伸べられるのであればお

願いしたいなと思います。 

  今回質問した中で、今のＧＩ、それからＧＡＰ、

それから那須塩原ブランド、それぞれ本市の産品

をＰＲする上では、そして品質の向上についても

それらの制度をうまく活用すれば、当然知名度も

アップしてくるのは間違いないんだと思うんです

ね。その機会として、東京オリンピック・パラリ

ンピックがあるわけです。ですから、あと２年後

ということですので、そこも視野に入れながら、

ぜひこれらの制度をスムーズに導入する、ないし

は啓発、啓蒙する、そういった活動をこれまで以

上に力を入れて進めていっていただければなとい

うことを要望いたしまして、１番の項については

質問を終わります。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 
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休憩 午前１０時５３分 

 

再開 午前１１時０２分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、２、那須塩

原駅再開発と周辺の道路整備について。 

  区画整理事業を完了し、地域の発展が待ち望ま

れてきました。那須塩原駅周辺都市再生整備計画

事業の導入、また新庁舎建設に向けた庁舎建設市

民懇談会も設置され、県北の中心としての顔が形

成されつつあります。 

  以下について伺います。 

  ⑴駅周辺整備や新庁舎建設に伴い、これまで以

上に周辺の交通量が増加することが予想されます。

区画整理地内の安全安心を確保するための交通安

全対策の考え方を伺います。 

  ⑵黒磯那須北線の整備が進まないことなどによ

り、上厚崎前弥六線の交通量が著しく増加してい

ます。また、関係地権者の方々の不満の声も聞こ

えてきます。直近の交通量と今後の渋滞緩和策に

ついて伺います。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 吉成伸一議員の那須塩原駅再

開発と周辺の道路整備の質問に順次お答えをして

まいります。 

  初めに、⑴の区画整理地内の安全安心を確保す

るための交通安全対策の考え方についてお答えを

いたします。 

  交通量の多い交差点などについては、信号機の

点灯周期の見直しや新規設置について那須塩原警

察署へ要望をしているところでございます。今後、

駅周辺整備や新庁舎建設に伴いまして交通量の増

加が予想される箇所につきましても、警察署や関

係機関と連携を図ることにより、道路交通の円滑

化と市民等の安全・安心の確保に努めてまいりた

いと考えております。 

  次に、⑵の市道上厚崎前弥六線の直近の交通量

と今度の渋滞緩和策についてお答えをいたします。 

  まず、直近の交通量ですが、平成27年における

昼間12時間当たりの自動車交通量は、黒磯文化会

館北側で8,500台でございました。同地点で10年

前の平成17年の交通量は7,633台であり、867台、

約１割の増加ということになりました。朝夕の通

勤・通学の時間帯には一時的に渋滞が発生してい

る状況でありますが、慢性的な混雑は今のところ

ないものと考えているところでございます。 

  ただし、那須塩原駅周辺地区へのアクセス道路

として、さらに交通量が増加する可能性もござい

ますので、今後、上厚崎前弥六線の渋滞緩和策と

しては、黒磯那須北線の整備が最も効果的であろ

うと考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、西、そして

北区画整理地を含んだその周辺に関しまして、こ

こ数年来の交通事故の発生件数というのは把握さ

れていますか。警察署なんかでは多分データを持

っていらっしゃると思うんですが、いかがでしょ

うか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 議員がおっしゃいま

す区画整理地内とエリアがイコールかどうかちょ

っとわからないところがありますけれども、栃木
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県警のホームページのほうに統計がございます。

その件数で申しますと、ちょうどエリアとしては

区画整理地の北地区、これとほぼほぼ同じエリア

かというふうに思います。 

  過去５年、平成26年から平成30年、ことしの４

月30日までの件数ということになりますけれども、

全体で45件の事故が発生しております。 

  ちなみに、その中で死亡事故は１件ということ

でございます。 

  以上であります。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 栃木県警のホームペー

ジから見ると、やはり実際に事故が多いのは４号

線が一番多いとは思うんですが、それでもそこと

比較しても西、北区画整理、その近辺合わせると、

直近の３年間でも40件を超えているというデータ

になっているんですね。ですから、それが今、部

長から答弁いただいたもっと狭い範囲でも、もう

40件を超えているということですから、やはり多

発地域に近いという認識でいいんだと思うんです。

そういった中で、じゃ、実際に那須塩原警察署の

ほうに信号機の設置等々をこれまで要望してきた

ということですが、具体的な要望団体、そして要

望箇所についてお聞かせください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 要望団体ということ

ですけれども、地元の自治会、それから地元の通

学を支援している団体といいますか、そういった

ところからも要望があったかと記憶しております。 

  具体的な要望箇所といたしましては、那須塩原

駅から北というんですかね、高林方面に上がりま

して、信号でいうと３つ目になりますかね、伊野

田眼科さんがある交差点になりますけれども、そ

こを右折して最初の大きい交差点ですね、どちら

の交差点にも右折車線があります。交差点部は３

車というんですかね、片側２車のところが一部３

車になる交差点ですけれども、そこで事故の発生

件数も多いということ、そこにあとは通学路にも

使う児童も多いということもありまして、そうい

った通学の保護者、それから自治会、そういった

ところから要望が上がっているというところでご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） その箇所については部

長もつらい思いをされたと思うんですが、やはり

ここに関しても、これまでも１回ではないわけで

すよね、要望自体も何度も出てきているんだと思

うんですね。あと本市の通学路の交通安全プログ

ラムの中でも、幾つかそういった指摘もされてい

るわけです。ぜひ改善をしてくれということで、

見込みとしてどうなんでしょう。見込みとして信

号機の設置というのは、近々つきそうな、そうい

う感触をお持ちでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 見込みはどうなんだ

というご質問かと思うんですけれども、市といた

しましても毎年のように、なかなか市として優先

順位、こういったものはないんですけれども、そ

ういった中でも上位といいますか、早い順番で警

察のほうには強く訴えているというところです。 

  ただ、あくまでも最終的に決めるのは交通安全

委員会、警察側ということでございまして、機会

あるたびに警察署長、その他に私ども生活環境部

からもお願いはしているところですけれども、な

かなか、じゃ、この辺の次につくとか、来年度は

大丈夫だとか、そういった具体的な年度といいま

すか、時期といいますか、そういったものは回答

としていただけていないという状況であります。 
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○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 特に、信号機の設置に

関しましては、もう県内各所からさまざまな要望

が出ていますから、なかなか優先順位を上げると

いうのは難しいのかもしれませんが、もう粘り強

く要望活動をするしか方法はないと思いますので、

私もできる範囲では応援してまいりたいと思いま

すので、今後もよろしくお願いいたします。 

  それでは、⑵の再質問のほうに移ります。 

  市長答弁の中で、上厚崎前弥六線、平成17年度

当時の文化会館付近での交通量としては7,633台

あったと、現在は8,500台だということで、850件

強ふえているわけですね。 

  昨年作成されました第２次の那須塩原市道路整

備計画基本計画がありますけれども、この中にも

調査結果が出ています。その中では、平成27年と

平成21年の交通量があるんですけれども、平成21

年の同じ地点だと思うんですが、交通量としては

2,519台というデータなんですね。どうしてこん

な数字の乖離があるのかなと思ったんですが、ち

ょっとそこについて確かめさせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 実は、これにつきまして

私どもも大変ちょっとつい最近驚きました。この

数字は一体どこから来たのかと、約10年前の数字

からしても少な過ぎるということで、最近細かく

資料等を調べましたところ、実は、平成21年にそ

の箇所において交通量調査をやっていなかったと

いうことで数値が入らない、前のページと同じよ

うに本来は横線が入るべきところだったらしいの

ですが、どういうわけか全く違う数字が入ってし

まいました。 

〔「改ざん」と言う人あり〕 

○建設部長（稲見一美） はい、改ざんといいます

か、大変申しわけないのですが、そういうことで、

21年はその箇所において数値は実はないというこ

とがわかりました。大変申しわけありません。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 誰かが意図的にという

ことでは当然ないんだろうとは思います。ただ、

最近どうしてもそういう言葉がはやっていますの

で、注意しなければいけないなと思うんですが、

そうなると、平成17年が多分正しいんだろうと、

この数字は。それを考えると、約１割ふえてきて

いると。 

  極端な慢性的な渋滞ではないという最初の答弁

もあったわけですけれども、現実的にこれを解決

するためには、やはり黒磯北那須線の早期の整備

が必要であるという認識では当然、執行部も同じ

考えを持っているわけですよね。じゃ、それらに

対しての働きかけというのは、これまでどのよう

な運動というか、活動というか行ってきたんでし

ょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） この路線につきまして、

相当前から活発な要望を繰り返しておりました。

残念ではないのですが、今のところ、まず晩翠橋

方面の渋滞を緩和して、しかも観光地である那須

町に行く路線をやるということで、現在、黒磯那

須のバイパス工区のほうに先に着手していただい

たということで、それが終わるまでといいますか、

それの完了の見込みが立った時点で、次に取り組

まれるのかなというふうには思っております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） この路線については、

関係地権者への説明会というのが過去に開かれた

経緯があったように記憶をしているんですね、一

度お話を聞いたよという方もいらっしゃいました
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から。そうなると、今の答弁からすると、かなり

整備には時間を要すということになるんだと思う

んですね。それらに関して、関係地権者へ何らか

の説明等をする考えはございますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 特に、黒磯那須バイパス

の完了の予定が平成37年度ということになってお

りまして、完成時期の確定とか、具体的な話がま

だまだ不透明であるということがありまして、今

のところそのような予定は立ててございません。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） どうしても市道という

ことではありませんので、難しい部分はあるんだ

ろうとは思うんですが、これと同じように、君島

市長も自分のライフワークだというような、前に

答弁をいただいている、この３月にも請願として

採択をされた東那須野東通りの計画の早期着工と

いう、そういった案件もあります。それと、黒磯

那須北線、両方とも非常に大切な大事な重要な路

線だと思いますので、粘り強い働きかけを検討し

ていただければと思います。 

  以上でこの項の質問を終わります。 

  それでは、３、公民連携による民間活力の導入

について。 

  道路や空港、水道など、公共施設を国や自治体

の所有権を残したまま運営する権利を民間事業者

に売却するコンセッション方式を政府は成長戦略

の一つとしています。国内における利用料金収入

を伴うインフラ資産は185兆円とされています。

その中でも資産が90兆円と国内最大のインフラが

下水道事業です。 

  静岡県浜松市は、下水道事業へのコンセッショ

ン方式を今年度導入しました。また、水道事業の

コンセッション方式の導入に向けた水道事業改正

案が今国会に提出されています。 

  本市の公共施設等総合管理計画には、コスト削

減、また維持管理、修繕、更新に関してＰＰＰ

（パブリック・プライベート・パートナーシップ）

やＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシ

アチブ）などの導入をうたっています。検討は進

められているかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） ３の公民連携による民間

活力の導入についてお答えをいたします。 

  ＰＰＰ・ＰＦＩにつきましては、国において推

進アクションプランを定めており、上下水道のコ

ンセッション事業については集中的に取り組みを

強化する重点分野として位置づけられております。 

  那須塩原市公共施設等総合管理計画におきまし

ては、ＰＰＰ・ＰＦＩ手法や指定管理者制度、公

共施設マネジメントシステムの活用によりまして、

施設等のライフサイクルコストの削減に努めるこ

ととしております。現状におきましても、各施設、

インフラの所管部署が先ほど申し上げました手法

等を検討した上で施設等の維持管理や整備に当た

っており、コンセッション方式につきましては、

国の動向や先進事例の情報収集に努めているとい

うところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 今回、下水道事業に関

しまして浜松市がコンセッション方式を導入、ス

タートしたということですが、那須塩原市と事業

を比較した場合にはかなりの差があります。当然、

浜松市のほうが人口が多いですから、大きな下水

道事業になっているわけですね。それでも、仮に

那須塩原市に同じように導入した際には、どのぐ

らいの経費の削減等々が生まれるか、それらの試
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算というのはできるでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（磯  真） ただいまのお尋ねな

んですけれども、本市でコンセッション事業を導

入した場合、どれくらいの削減額が期待されるの

かというふうなことなんですけれども、コンセッ

ション方式を導入した場合の財務シミュレーショ

ン等調査を行っていない状況となっておりますの

で、今の段階で削減額の算出のほうはしておりま

せん。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） それでは、ＰＰＰであ

ったりＰＦＩであったり、全国ではさまざまにこ

れらを導入して、施設の整備、それから運営等が

行われてきていると思うんですね。それらについ

て、今、全国の事例としては何件ぐらいあるか把

握されていますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 全国でどのくらいの事例

があるかという数字、ＰＦＩの事例でいきますと

62自治体、これがぴったりかどうかというところ

は別ですが、ホームページ……。 

  失礼。申しわけございません。747事例、これ

はＰＦＩ、ＰＰＰ等の取りまとめをしているホー

ムページから拾った数字でございます。 

○議長（君島一郎議員） 上下水道部長。 

○上下水道部長（磯  真） ただいまのお尋ねな

んですけれども、コンセッション方式について数

字を持っておりますので、ご回答申し上げます。 

  ちなみに、先ほどの下水道事業につきましては、

ことし４月に浜松市で始まった１件のみというこ

とで、そのほか空港事業、こちら国のほうで運営

している空港で５カ所、コンセッション方式が導

入されております。 

  また、道路の関係で愛知県道路公社が実施中と

いうふうなことのようです。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） 公民連携事業として、

やはり国がこれだけ進めているということは、当

然、大変厳しい財政状況の中では地方にとっても

有利な、また一つ大きな施策に転換すべき地点に

今来ているんじゃないかなと、そんな気がするん

ですね。 

  先ほど、企画部長の答弁の中では全国では750

弱、既にＰＦＩを導入して行っているというお話

がありました。私も調べてみましたら、例えば小

中学校の建設に関しても70件、それから公営住宅

なんかはもう85件、それから給食センターも61件、

廃棄物処理施設なんかも40件、さまざまやはりＰ

ＦＩでもう既に行われているという状況があるわ

けです。 

  じゃ、那須塩原市はといった場合に、先ほど冒

頭で述べましたけれども、那須塩原市公共施設等

総合管理計画の中で明確にうたっているわけです

ね。じゃ、本当にＰＰＰ・ＰＦＩを導入しようと

思った場合に、まず初めに最低でもＰＰＰ・ＰＦ

Ｉの指針なり基本計画、これがないと前に私は進

まないんだと思うんですね。まずはそれがスター

トじゃないかと思うんですが、指針なり計画をつ

くる考えはお持ちですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 導入に向けて指針等とい

うことでございます。 

  本市におきましては、先ほど申し上げましたよ

うに、総合管理計画の中で大きな方向性のうたい

込みをしているという段階にあります。さらにこ

の先、調査研究を進める中で、議員おっしゃるよ
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うに、もう少し落とし込んだ指針というところの

必要性は感じておりますし、そういったものをつ

くることによって、どの段階まで導入について掘

り下げるかという判断もつきやすくなるんだろう

なというふうに今考えております。 

○議長（君島一郎議員） 24番、吉成伸一議員。 

○２４番（吉成伸一議員） ぜひ、ＰＰＰ・ＰＦＩ

の指針なり基本計画をつくっていただきたいと、

そのように思います。 

  今、全国の中で非常に話題を集めているのが、

兵庫県にある川西市というところがＰＰＰでさま

ざまな事業をやっているんですね。その中ですご

いなと思ったのは、土地区画整理事業までやって

いるんですね。そのほかにも複合施設であったり、

学校関係の施設であったり、そういったものも全

部で今６事業ほどやっているという事例です。ぜ

ひ後で調べていただければなと思います。 

  地方自治体の多くは大変厳しい経済状況である

わけですから、より効果的、それから効率的な、

特に公共施設の整備運営を行わなければいけませ

ん。その手法としてはＰＰＰ・ＰＦＩというのは

非常に有効な手法だと思いますので、ぜひ那須塩

原市もしっかりと、もう少しスピード感を持って、

このような調査研究を進めていただきながら当て

はまる事業をチョイスしていただきたいなと思い

ます。 

  以上で私の一般質問を終了いたします。ありが

とうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で24番、吉成伸一議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 齊 藤 誠 之 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、７番、齊藤誠之議

員。 

○７番（齊藤誠之議員） 皆さん、こんにちは。那

須塩原クラブ、議席番号７番、齊藤誠之でござい

ます。 

  今回は、皆さん質問をする前に一言何かしゃべ

っているので、私も考えようと思ったんですが、

何も思い浮かばなかったので、そのまま通告書に

基づきまして質問させていただきます。 

  １、幼稚園及び保育園から小学校への円滑な接

続のために。 

  幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

大切な時期であり、教育の根幹であると言われて

おります。個々の育ちから集団での生活になじみ、

さまざまな遊びを通して学ぶ幼児期の教育から、

教科を通して学んでいく学校教育へと移行してい

く中で、生活面や学習面の適応がスムーズにでき

るように、就学前からしっかりとした幼稚園、保

育園と小学校との連携を図っていくことは、現在

本市の進めている学校教育に接続する上でもとて

も重要であると考えることから、以下の点につい

てお伺いいたします。 

  ⑴幼児期における教育の重要性について、教育

及び保育の観点からお伺いいたします。 

  ⑵幼児期における教育の重要性を職員や保護者

にどのように伝えているのかお伺いいたします。 

  ⑶幼稚園及び保育園と小学校の連携の現状につ

いてお伺いいたします。 

  ⑷幼稚園及び保育園に通う園児に対する生活面、

学習面での取り組みについてお伺いいたします。 

  ⑸保護者に対して子どもたちの生活面、学習面

での情報提供及び相談体制についてお伺いいたし

ます。 

  ⑹幼稚園（教員）、保育園（保育士）及び小学

校教員への相互の理解や指導の連携についてお伺

いいたします。 
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  ⑺小学校へと円滑な接続を図るために、今後ど

のような取り組みが望ましいと考えるかお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 齊藤誠之議員の幼稚園及び保

育園から小学校への円滑な接続のためにの質問に

ついてお答えを申し上げたいと思います。私から

は、⑴、⑵、⑷及び⑸についてお答えをさせてい

ただきます。⑶、⑹及び⑺につきましては、教育

長から答弁をいたさせます。 

  初めに、⑴の幼児期における教育の重要性につ

いて、教育及び保育の視点からお答えをいたしま

す。 

  幼児期の教育では、園での生活や遊びの体験に

より、感じたり、気づいたり、考えたりすること

を通して、人とかかわる力や思考力、感性や表現

する力などを育むことが生涯にわたる人格の基礎

を培う上で重要なものであると考えております。 

  次に、⑵の幼児期おける教育の重要性を職員や

保護者にどのように伝達しているかについてお答

えをいたします。 

  教育の重要性につきましては、職員に対しては

職員会議や園内研修等で共通理解を図っており、

必要な外部研修への参加も行っております。 

  また、保護者に対しては入園時の説明会や保護

者会総会、発表会等の保護者全員が参加する行事

の機会を捉え、家庭での教育の重要性や保護者の

役割等も含めてお伝えをしております。そのほか、

職員と保護者合同での研修会も開催をしておりま

す。 

  次に、⑷の幼稚園及び保育園に通う園児に対す

る生活面、学習面での取り組みについてお答えを

いたします。 

  幼稚園及び保育園においては、国の幼稚園教育

要領及び保育所保育指針に基づき指導計画を作成

し、生活面、学習面の両面から健康、人間関係、

環境、言葉、表現の５つの領域をもとに、幼児期

の終わりまでに育ってほしい姿の達成に向けて教

育、保育を行っております。 

  次に、⑹の保護者に対して、子どもたちの生活

面、学習面での情報提供及び相談体制についてお

答えをいたします。 

  保護者に対しての情報提供及び相談体制につき

ましては、園だより等によるお知らせやお迎えの

際の担任による声かけ、連絡帳によるやりとりの

ほか、保育参観の後に保護者との面談を行うなど、

個別に相談できる機会を設けているところでござ

います。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私のほうから

もお答え申し上げたいと思います。 

  初めに、⑶の幼稚園及び保育園と小学校の連携

の状況についてのお尋ねにお答えを申し上げます。 

  幼稚園及び保育園と小学校の連携につきまして

は、各小学校区において、次年度入学の園児が小

学校の行事あるいは授業に参加し交流を図るなど、

入学に向けて園児の不安を低減させ、期待感を高

められるような取り組みを行っているということ

でございます。 

  次、⑹の幼稚園（教員）、保育園（保育士）及

び小学校教員への相互の理解や指導の連携につい

てにお答えいたします。 

  本市におきましては、市内の幼稚園、保育園、

小学校が連携を深めることを目的といたしました

那須塩原市幼保小連絡協議会が組織をされており

まして、子ども同士の交流だけでなく、合同の研

修会や公開授業等を行いまして、職員間の情報交
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換や相互理解を図っているところであります。 

  また、小学校入学に向けまして不安を抱えてい

る保護者に対しては就学相談を実施し、園児の生

活の様子等を保護者及び園の担当者が記入したリ

レーシート、これを小学校に引き継ぐことで連携

の強化を図っているところであります。 

  最後に、⑺の小学校へと円滑な接続を図るため

に今後どのような取り組みが望ましいと考えるか

についてお答えを申し上げます。 

  近年、新入学の児童が小学校の集団生活にうま

く対応できない、いわゆる小１プロブレムと呼ば

れる現象が全国的な問題となってきております。

小１プロブレムは社会を取り巻く環境や家族構成

の変化による家庭での教育力の低下、基本的な生

活習慣の欠如、自制心や規範意識の不足、コミュ

ニケーション能力の不足など、さまざまな要因が

挙げられるところであります。その対策といたし

ましては、幼児教育と小学校教育におけるカリキ

ュラムの連携や職員の相互理解をさらに深めるこ

と等によりまして、幼児教育の成果を小学校へ円

滑につなぐことが重要であると、このように考え

ているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 市長並びに教育長にご答

弁をいただきました。 

  今回の質問に関しましては、保育園、幼稚園、

小学校ということで各課をまたぐ形にはなります

ので、再質問の意図を組み込んだときに該当する

と思った課にしていただくしか方法がございませ

んので、ご理解いただきたいと思います。 

  それでは、再質問のほうに入らせていただきま

す。 

  まず、⑴番の幼児期における教育の重要性とい

うことで、確かに、子どもたちは幼児教育の中で

基本はまず遊びで学ぶということが基本となって

おります。その中で培われるものを大切にしてい

くということで、市の考えをいただきました。 

  今回、質問に上げさせていただきました幼児教

育等の概念とは、新しい学校の教育指導要領にお

きましては、３歳以上の幼児期の施設での教育を

幼児期と呼ぶという定義づけがされており、今回

質問している中での幼稚園、保育園、認定こども

園、そして小学校、全てを含めてそれぞれにおい

て共通の記載をされているということでございま

す。それでは、⑴の重要性については了解いたし

ました。 

  ⑵の再質問に入らせていただきますが、職員に

対しては職員会議や園内研修等で共通の理解を図

っているという答弁をいただきました。幼児期に

おける教育の重要性を図るのに当たって、実際に

参加されている対象は、保育園においては全保育

士がそういった研修を受けられている状況にある

のかどうかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 保育士におきまし

て、そういうふうな研修を受けられているのかと

いうところでございます。 

  こちらにつきましては、管内の研修とか、そう

いうものが年に四、五回開催されております。そ

ういうところに職員のほうが参加いたしまして研

修を受けてくると。当然、全員が受けられるとい

うものでもございませんので、そちらにつきまし

ては、その後の職員会議とかそういう中での復命

と、またそのときの講演会の中でこんないい話が

あった、あとは注意すべきところ、そんなものが

あれば、その中で報告しているといったところで

ございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 
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○７番（齊藤誠之議員） 最初、保育園と言わせて

いただいたのは、数々の議員さんが質問していた

とおり、保育園には臨採の保育士さん、あるいは

短時間の保育士さんがたくさんいらっしゃいます

ので、そういった時間の中で、こういった時間が

とれるのかという不安が１つと、あと、どういっ

た連携をとっていくのかなということでお聞きさ

せていただきました。 

  実際、どこの研修においてでも出られる人は限

られている中で、その結果を周りに伝えてくれと

いう手法は有効的だと思いますので、ぜひこの重

要性に関しましては、できれば携わる、子どもと

実際触れ合う保育士等には全て聞かせていただく

ような感じで取り組みをしていただければと思っ

ております。 

  それに加えまして、実際に今度、私立の幼稚園、

認定こども園も含めてなんですが、こういった重

要性に関しての市からの情報提供に関してはどの

ような感じで行っているのかお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 幼稚園に対しての

指導ということでございます。 

  こちら、認定こども園、幼稚園、そういうもの

がございますけれども、保育園につきましては、

保育所の指導指針というものに基づいて保育園を

運営していると、そして幼稚園につきましては、

幼稚園の教育要領というものが定められておりま

す。また認定こども園におきましても、幼保連携

型認定こども園教育・保育要領というものが定め

られておりまして、それぞれの園におきまして、

その指針に基づいてやっているかと思っておりま

す。 

  なので、市のほうから幼稚園のほうへ何か指導

するとか、そういうことは実際はしておりません。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 今、答弁があったとおり、

各園につきましては、それぞれの指導の指針とな

るものが用意されており、各園のほうにお任せし

ているという話だったんですが、今回の指針にお

いては、基本的には保育の世界ではなかなか入り

づらかった教育の部分が明記され、保育の指針と

しても保育園でも取り扱いやすいような内容に変

わってきました。 

  その中で、例えば保育園の中での保育で子ども

たちを養うものと、幼稚園でいう教育を通して、

プログラムを通してやっていくというところがそ

れぞれ相まってなっていく話になっていくと思い

ますので、実質、市のほうから、もしこういった

ものがあるよというものがあれば言わないという

よりは、こういったものを市としては考えている

という形で出していただき、また各幼稚園の取り

組みで取り入れられそうなものは保育園のほうに

話していただいたりとか、認定こども園のほうで

も幼稚園型の認定こども園が多いものですから、

大体幼稚園の型がベースになっていると思います。 

  そういったところで、どのような範囲までであ

れば保育所のほうでは活用できるのか等々の連絡

を入れるために、重要性も含めて取り扱っていた

だければなと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

  それでは、私学のほうの幼稚園に関しましては

特段何も伝えていないということだったんですが、

先ほど申しました保育園、保育士に対して、そう

いった重要性の研修等を行ったことがあるという

話がございましたが、どんなようなものをやった

ことがあるのか、もし何点かあれば教えていただ

きたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） どのような研修を

やったかということでございます。 

  その中で、県北地区の保護者会等の連合会、そ

ういうものとの合同の研修会、そんなものもやっ

ております。それにつきましては、昨年ですと卓

球の元日本代表であります平野選手なんかを呼ん

での講演会なんかをやったり、あとはこれは保護

者も入った中での研修会になりますけれども、家

庭教育学習など、その中で、親子で楽しむ触れ合

いマッサージなどの研修会をやっております。 

  そういう中で、子どもに対して忙しいときこそ

子どもと向き合って、ぎゅっと抱きしめてあげる

と、そしてそこで安心感を与えてあげるんだと、

その安心感が子どもにとって落ち着きを生ませる、

非常に大切なものであるというような研修、そん

なものをやっていたところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） ご丁寧にありがとうござ

いました。 

  もう少し、ちょっと聞かせていただきたいんで

すが、会場的には、大きさ的にはどういった感じ

でやられたのか、わかれば教えてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 先ほどの県北地区

の保護者連合会のほうですけれども、こちらにつ

きましては、高根沢町の町民ホールでやっており

ます。 

  あとは、家庭教育学習につきましては、こちら

公民館とか、あとは保育園のほうでやっていると

いったものでございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） はい、了解いたしました。 

  保育士のほうに関しましては、県の事業という

ことで多分大規模にやられているということで、

保護者につきましては、各公民館等でやられてい

るというお話をいただきました。 

  実際、幼稚園のほうですと私も会長の経験がご

ざいまして、那須地区の幼稚園連盟等々で著名な

方をお呼びしたりとか、コンサートを開いたりと

かして、保護者が研修に出られるという機会は十

二分にあったかのように思います。 

  保育のほうはちょっとわからなかったので聞か

せていただいたということになるんですが、実際

今言ってくれたとおり、先ほどの保育士のほうは

わかりましたが、保護者のほうにもそういったと

ころで子どもの教育、幼児教育の重要性を、答弁

のほうでは保護者会総会あるいは発表会等の保護

者全員が参加する行事の機会を捉えて、家庭での

教育の重要性や保護者の役割等も含めた考えをお

伝えしているという話があったんですが、実際に

ちょっと難しいとは思うんですけれども、保護者

の理解とか、感覚的にはどんな感じて捉えられて

いるのか、もしわかれば教えていただきたいんで

すが。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 保護者の理解とい

うことでございますけれども、こちらにつきまし

ては、やはり子どもさんの発達の度合いといいま

すか、そういうものもそれぞれにあるのかなとい

うふうには思っております。同じ２歳児といって

も、やっぱり４月生まれの方と３月生まれでは違

うだろうし、そういう部分で子どもの差がありま

すので、子どもの差があるというものを前提の中

で親御さん、保護者の方にお願いしていくといっ

たところでございます。だから、一律的なお願い、

この子はこれができないとか、そういうんじゃな

くて、それはまだまだ時間がかかるだけであって、
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決してできないわけじゃないし、わからないわけ

ではないんだろうと思いますので、その中では時

間をかけながら、ちょっとゆっくりと保護者の方

と話をさせてもらっているといったところでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 今、反応についてお伺い

したことに関しましては、基本的に幼児期の教育

というところに限定する前に、保育所に関しまし

ては乳幼児からお預かりして、幼児教育に入って、

そして小学校に接続するという話になると思うん

ですが、その中で、市のほう、あるいは保育園の

園長先生、あるいは保育士の担当の先生が愛情で

あったり、生活面をしっかりと保護者の方に伝え

るチャンスが大きな場所で一括に伝えられればい

いんですが、基本的にはお迎え等々で接する時間

がとても大切であると思っている中での話でした。 

  基本的に、聞いていただいて、本当に預けてい

て、例えば預けたお母さん方の仕事が終わって、

ありがとうございましたと帰っていくご家庭と、

あるいは人によっては仕事がなかなか決まらずに、

時間をかけて悩んでいらっしゃるお母さんとか、

あるいは預けることに正直なれてしまって、自分

で見られる環境がある中でも預けてしまうお母さ

んとか、土曜日はお休みなんだけれども、私の時

間がほしいということで預けてしまうお母さん、

お父さん、そういったところで、人のよりどころ

によっての保育所のサービスというものの展開が、

実は、一番発達段階で必要な愛情を芽生えさせる

時期の、幼児期の教育において伝わらなくなって

しまうというと、先ほども答弁の中に出てきたと

思うんですが、情緒の障害であったり、子どもた

ちが愛情不足になって育ってしまうというところ

があったので、幼児期の教育に関しましては、ど

ういった感じで接続をしていくかという、その前

に、根底に愛情表現であったり、感情を伝えるた

めの教育の重要性を伝えていただきたいと思う意

味で聞かせていただきました。実際、そういった

保護者の話も保育士さんのほうからは聞いてござ

います。 

  預ける施設ということではなく、お互いが協力

して、その施設を信頼して預け、そして帰ってき

たら、しっかりと抱きしめると、そういった今の

部長の答弁に関しまして、私も賛同しております。

その内容を定期的というのも変なんですが、あっ

たときに一声一声かけていただいて、全ての子ど

もがそういった感情に関しましては愛に満ちあふ

れるような子どもになるように、ぜひ声がけをし

ていただきたいと思っております。 

  そんな形で、今、この中での各地域の家庭、園

によってどのような形で行っていくのかが難しい

という中で、園の基本理念や特色等を十分に生か

しながら、子育ての支援においてお互い考えてい

くことというものが重要であると考えております。 

  伝える側として、保育士さんが専門性を発揮す

ることによって、保護者が我が子やその周りの園

児の成長に気づき、子育ての喜びを感じられるよ

うにすることが重要であるというのが一つ。 

  そして、子育ての支援は一方的に保護者が支援

の受け手となるのではなくて、園も保護者からの

情報や思いを受けとめ、教育及び保育に生かすな

ど、園と保護者がともに子どもの育ちを支えてい

く関係性を築くことが望ましいと言われている中、

やはり保護者に対する理解を強くしていかなけれ

ばならないと思っております。 

  その中で、先ほども言ったとおり、保育士の伝

える力が必要になってくると思うんですが、その

ことの重要性についてもお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 
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○子ども未来部長（冨山芳男） まさに、議員さん

おっしゃるとおりなんだろうと思います。 

  子どもの様子を保育士さんがどのように伝えて

いるか、そして、それを保護者の皆さんがわかる

ように、ああ、そうですねというような感じで伝

えていかなくちゃならない、そういう部分では表

現力とか、そういうふうなものも必要であろうし、

あとは子どもを細かく観察する目といいますか、

そういうものを持って、どうやればこの子どもが

さらに伸びるのか、そういうふうな視点をそれぞ

れの保育士さんが持たなければならないんだろう

と思います。 

  なので、我々としては、保育園としてはお迎え

のとき、そういうふうな朝の挨拶、そして朝の様

子、そして帰りの挨拶、そしてきょうのできごと

はこんなのがありましたよ、そしてその中で、こ

んないいことをやりましたよ、だから帰ったらち

ょっと抱きしめてやってくださいとか、そういう

ふうな一言をつけて、まずは褒めるようなことを

見つけて伝えていく。その中で、子どもも一緒に、

あとは親も一緒に育っていくような、そんなよう

な教育をしていきたいという、そんなような伝え

方をしていきたい、そんなふうに思っているとこ

ろです。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） ぜひ、子ども未来部さん

のほうでしっかりと園長先生を通して、保育士に

伝わるようにご指導いただきたいと思います。 

  これ、決してやっていないという話ではなくて、

誰もがやらなければ、そのサービスの保育の質の

話はちょっとできませんが、そこにいってしまう、

勘違いされて保育の質にいってしまうということ

ですよね。本来であれば、預ける家庭側に子ども

を育てるという自負を持っていただきたい、感覚

を持ちたいんですが、基本的に保育園に預けてい

ると、そこをサービス事業所と勘違いしてしまい

まして、私の子どもを１日見てくれるんでしょう

という感じになってしまうので、お互いが互恵の

関係になれるように、保育士さんにしっかりと伝

えていただきたいと思っております。 

  続きまして、⑶番の再質問に移らせていただき

ます。 

  各小学校区で行事や授業に参加しと言われまし

たが、各園に対して、小学校の行事に関してなん

ですが、案内等をお出しすると思いますが、実際

に園児たちは通うべき学校へ行き、体験をしてい

るのかどうかをお伺いいたします。実際、自分が

次に通う小学校にということです。すみません。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 実は、幼稚園、保育園と

小学校の接続の部分で、一番やっぱり課題となっ

ているものの一つに、小学校から中学校のように

学区があって、必ずしもほとんどの子がスムーズ

に特定の学校に通うということではなくて、どち

らかというと、保護者の方のいろんな諸事情で保

育園あるいは幼稚園を選ばれているケースが多い

わけでありますので、例えば、一番近い小学校の

ところに園児が必ずしも入学するというわけでは

ないというところが非常に接続の部分で１つクリ

アしなきゃならない問題となっているのかなとい

うふうに思っております。 

  ですので、必ずしも全員がそういった行事に参

加できるかどうかというのは、非常にそれぞれの

小学校と、それからその近辺にあります幼稚園や

保育園の状況によって、なかなか一概にこうだと

いうふうにお答えできないというところがありま

すので、ご理解ください。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） これ、今、教育長のほう
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からありましたが、基本的に就学前であれば就学

前健診とかは那須塩原市としては行うことがある

んですけれども、例えば、近隣の大田原市さんと

か近くに通っている近隣自治体と日付はそろって

やっているものなのかどうかというのがもしわか

れば。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 就学時健診の日程ですけ

れども、これ、近隣の市町とすり合わせをすると

いうのはなかなか難しいと思います。健診が入り

ますので、お医者さんの都合等もございまして、

その日程調整、実は非常に教育委員会としまして

もいろいろ配慮しなきゃならない部分がありまし

て、近隣とのすり合わせというのは現実的にはち

ょっと行われていないんじゃないのかなというふ

うに思います。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 例えをわかりやすくする

ために、就学前と言ってしまったので、すみませ

ん。 

  本来であれば、子どもたちの不安払拭のための

学校の体験ということで、幼稚園等々とかですと

プレスクールという形で、入園前に子どもたちを

１日入園の体験をやっている幼稚園等々もござい

ます。小学校に関しましては義務教育ということ

で、自分たちの通う学校に行けるのが一番理想で

あるということだったんですが、先ほど答弁にあ

ったとおり、各近隣の市町であったり、逆に那須

塩原市に隣の市町村から通っている人たちがいた

りということで、一概にそろわないというお話を

伺いました。 

  ただ、その中でやはり子どもたちに、次は小学

校へ行くんだよという機運というか、その動きは

どうしてもとらなければならないので、実際、回

数的にはどうしても１回、２回しかできないのか

なというところもちょっとお聞きしたいんですけ

れども、例えば、その日付に合わないから、もう

１回やっているとか、そういった回数的なものは

どうなんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 強いて挙げさせていただ

ければ、各小学校で運動会を行いますが、その際

には就学前の皆さん、参加してくださいというよ

うな種目があったりして、なかなか周知は難しい

部分があるわけでありますけれども、そういった

ところで子どもたちが小学校にかかわれるという

ような機会はあるのではないのかなと思っていま

す。 

  また、個別対応にはなりますけれども、そうい

った不安をお持ちの保護者の方々から申し込みが

あれば、学校におきましては見学という機会は随

時設けてありますので、そういった機会を通して

保護者の方も含めて、入学予定の学校の情報を積

極的に知るというような機会はあろうかというふ

うに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 学校によっては、今のよ

うに、運動会を使ったりとかと、大衆的に集まる

行事のところに参加させるというところもあるん

ですが、なかなかこれ実は大規模校ではそのプロ

グラムですら入れられない実情もありまして、ぜ

ひ案内でやっていただきたいのと、保護者によっ

ては大規模校に通わなきゃいけないんだけれども、

幼児教育はゆったりとした少ないところで教育さ

せたいということで、子どもは多分、人数にびっ

くりしてしまう可能性もあるというところもござ

いますので、そういったところも気にかけて呼び

かけ、そして小学校につながる、小学生になるん
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だよということで伝えていただければと思ってお

ります。 

  続きまして、４番と５番に関しましては一括し

て再質問させていただきたいと思っております。 

  答弁にあったとおり、まず５つの領域をもとに、

幼児期の終わりまでに育ってほしい姿というもの

が示されております。その中の10個の姿とは、健

康な心と体、自立心、協同性、道徳性・規範意識

の芽生え、社会生活とのかかわり、思考力の芽生

え、自然とのかかわり、数量・図形、文字等への

関心・感覚、言葉による伝え合い、豊かな感性と

表現ということで、こちらが進めるために示され

た指針でございます。これは2017年に日本の幼稚

園の教育、保育の基準となるために、先ほど答弁

があったとおり、各園の保育の要領ということで

法令化されました。 

  決してこの姿になってほしいというわけではな

いんですが、こういった指針が示されたことによ

って、各先生であったり、保育士さんが子どもに

対して着眼点を置けるということで、かなり有効

的に活用できるのかなとは思っております。実際、

これらに子どもたちを近づけていくという表現が

適切かどうかわからないんですが、各園において

もそれぞれ取り組みがなされていると思います。 

  保護者の方は果たしてこの方針を知っているの

かどうか、あるいは保護者の方にこういったもの

を伝えているのかどうかをお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 10の姿があって、

これを保護者に伝えているのかというところでご

ざいます。 

  10の姿のそれよりも上といいますか、もともと

基本になるところというものがあります。それぞ

れの保育園において、いわゆる保育の理念、あと

は保育の方針、または保育の目標、こういうもの

をそれぞれの保育園において定めているところで

ございます。その下にといいますか、その中の細

かいところで10の姿というのが出てくるものだと

いうふうに我々は思っております。 

  10の姿よりも、まず年度当初におきましては、

保育の理念、保育の方針、保育の目標、こういう

ものを保護者の方にお伝えしているところでござ

います。 

  そして、10の姿につきましては、いわゆるこれ

をかみ砕いた形の中で、今月の目標というものを

それぞれの保育園で定めております。今月はこん

なことをやりますよというものを園だよりを使っ

て保護者の方に教えているといったところでござ

いますので、10の姿を実際の行動といいますか、

その中で示させていただいているといったところ

でございます。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 午後もよろしくお願いい

たします。 

  それでは、先ほどの最後に聞いていた話なんで

すが、保護者の方に園の活動を通して伝えている

というお話がありました。これは実際、保育園の

お話なんですけれども、幼稚園あるいは就学前に
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関しては、こういった方針等々を伝えている現状

があるのかどうかお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 幼稚園等において

はどう対応しているのかというところでございま

すけれども、幼稚園等におきましても要領等でこ

ういうものを示すということになっておりますの

で、同様のことがされているのかなというふうに

は認識しております。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 了解いたしました。それ

では、10の姿に近づけられるように、しっかりと

指導あるいは監督をしていただきたいと思います。 

  じゃ、続きまして⑹番に移らせていただきます。 

  答弁の中に、市内の幼稚園、保育園、小学校が

連携を深めることを目的とした那須塩原市幼保小

連携協議会という組織があるというご答弁がござ

いました。こちらに参加している方はどういった

方なのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これにつきましては、市

内にあります小学校校長、それから実際に１年生、

低学年を担当している職員、それから幼稚園、保

育園につきましても園長、それから担当の保育士

もしくは幼稚園の教員という方々で構成されてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 小学校への接続というこ

とで聞いているんですが、今の幼保小連携協議会

におきましては、そうすると実際に旗振り役、そ

ういった集合を集めて旗を振る役としては、どの

課が担っているのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 実際に、これはそれぞれ

構成する方々による任意の団体でありまして、必

要に応じて教育委員会、担当とすれば学校教育課、

それから子ども未来部の職員が参加をする場合も

あると。年１回の総会のほうには私が直接お邪魔

させていただいて、挨拶させていただいているよ

うな状況にございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 了解いたしました。 

  そうすると、小学校の先生が保育園、幼稚園か

ら上がってきた子、１年生を受け持つということ

になると思うんですが、特に、小学校１年生を受

け持つ先生方にはどのような指導を心がけようと

指導されているのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 小学校の１年生の担任の

業務というのは、これはとても難しいというんで

すかね、やはり幼稚園、保育園から小学校の接続

の部分というのは、一番気を配らなきゃならない

部分でございます。 

  先ほどからのやりとりの中でも触れているかと

思いますが、幼稚園、保育園におきましては、ど

ちらかというと子どもの遊びを中心とした生活リ

ズム、ところが、小学校に入りますと、ご存じの

とおり、学校には日課というものがありまして、

それから教科というものがありまして、そういっ

たものに生活リズムを子どもたちが合わせていか

なければならないと。一遍にそこにポンと合うわ

けではございません。段階的に少しずつ幼稚園で

の生活のリズムから小学校での生活のリズムに変

えていくという部分ですから、４月から５月にか

けてはとても大切な時期となっておりますので、

その時期をどんなふうに子どもたちとかわりを持
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って指導していくかというのはとても重要なこと

でございます。 

  ですので、小学校におきましては、いわゆるス

タートカリキュラムというふうに言われるような

合科的な、教科を合わせるという意味で合科とい

いますが、合科的なカリキュラムを４月から５月

にかけて約30時間前後が多いとは思うんですが、

生活課、それから関連する国語であったり、体育

であったり、そういったものと組み合わせながら、

少しずつ少しずつ小学校での生活に子どもたちに

なれてもらうというようなことの指導をするよう

なことを心がけていただくようにお願いをしてい

るところでございます。 

  実際、やっぱり小学校の１年生の担任というの

はなかなかできない部分もありまして、私も小学

校、中学校、両方経験していますけれども、残念

ながら１年生の担任はちょっと経験がございませ

ん。それぐらいいろいろなものを持ち合わせてか

かわっていかなきゃならない、とても重要な学年

の一つであろうというふうに認識をしております。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 今、ご答弁いただいたと

おり、いきなり１年生を受け持つというときに、

実際どういう生活をしてきたかというところをわ

からずして受けないようにするために、こういっ

た連絡協議会とかがあるとは思うんですけれども、

保育園、幼稚園の先生のほうがそこまでは育ちを

一緒に学んできているので、その流れだと子ども

たちは思っていると思うんですよね。そういった

中でも、１年生を受け持つ先生には相当のプレッ

シャーがかかるという話は、今お聞きして了解い

たしました。 

  それでは、ちょっと一旦保護者のほうに戻るん

ですが、小学校入学に向けて不安を抱えている保

護者に対しては就学相談等を実施し、保護者と園

の担当者が記入したリレーシートを小学校に引き

継ぐという答弁もございました。このリレーシー

トについてお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これにつきましては、特

に就学に当たってちょっと心配されることだとか、

あるいは気づきがあったことだとか、そういった

ことをペーパーに項目ごとに整理をして、それを

共有するというようなものでございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 確認なんですが、あくま

で心配をして相談をされた方のみに発行されてい

るのかどうかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これは、発達がちょっと

心配されるというようなことがある場合を中心に

行っておりまして、必ずしも全員ということでは

ないというふうに思います。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 了解いたしました。 

  先ほど言いました10の育ってほしい姿に関しま

しては、５歳半までに培っていくことが全てでは

ございませんが、望ましいという中で、それぞれ

の施設では小学校へ入学する準備が始まっていく

と思います。幼稚園、保育園等で、特に保育園で

の生活では小学校生活にならしていくために、ど

のような対応をしているのかお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 小学校入学に当た

りまして、保育園等でどのような準備をされてい

るのかというご質問かと思います。 
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  保育園におきましては、１月になってから、い

わゆるお昼寝の時間、こういうものをどんどんな

くしていくといったところをやっております。 

  また、文字や数字、そういうものを楽しく学ん

でみたり、あとは椅子に座っている時間を長くし

ていくといったこと、あとは入学準備としまして

交通指導といいますか、そういうのも合わせてや

りまして、その後、保護者、園児の皆さん方と実

際に交通ルールを学びながら外を歩いてみるとい

ったようなことをやっているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） まさに、小学校の入学、

小学校生活で最低限やっていくことに対してなら

しているということを今お聞きいたしました。 

  今後、そういった活動を通しながら、幼児なら

ではの特徴をしっかりと捉え、教育していく中で、

那須塩原市では今はなくなってしまったんですが、

保育所の世界では連携保育士ということで、保育

所、管内を回って適切なアドバイスをする、そう

いった方がいらっしゃいました、当時。今回、各

幼稚園あるいは認定こども園もそうですね、保育

園、あるいは小学校等々も含めて、施設を巡回し

て指導、助言、どういった取り組みをしていけば

いいかというものであったり、担当教員が不安で

あるところに対して相談に乗れるような幼稚園教

育アドバイザーの計画の育成を国のほうでうたっ

ておるんですが、本市としては幼稚園教育アドバ

イザーに関しましては、どのように考えているの

かお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 幼児教育アドバイ

ザーという話でございます。 

  那須塩原市におきましては、ことしの４月から

再任用の職員、園長先生経験者の方でございます

けれども、この方に今現在、公立の保育園とか、

あとは小規模の保育事業とか、そういうところを

回っていただいているところです。１日当たり大

体１園から２園ぐらいをじっくり回ってもらって

いると。 

  この後は、ちょっと７月以降は今度は広げまし

て、認定こども園とか幼稚園とか、もし希望があ

るところがあれば、そういうところへ行って相談

等に乗らせていただきたい、そういうふうには思

っているところです。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 了解いたしました。 

  幼児教育アドバイザー的なことを担うという方

がことし４月から動き出しているということなの

で、教育の指導要領、幼児教育のものが出たので、

それに合わせた形で、もうスムーズな対応をして

いるということで安心いたしました。先ほども言

ったとおり、幼稚園はなかなかかかわりづらいと

いいながらも、同じ子どもたちを扱っている施設

なので、そういった意味ではぐるっと１周してい

ただきたいなと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

  それでは、続きまして⑺番の最終の項目に移り

たいと思います。 

  答弁の中で、社会を取り巻く環境や家庭構成の

変化による家庭教育力の低下、基本的な生活習慣

の欠如、自制心や規範意識の不足、コミュニケー

ション能力の不足など、さまざまな要因が挙げら

れているとの答弁がありました小１プロブレム、

こちらに関しまして、本市の小学校１年生におい

てもこういった事例は報告で上がっているのかど

うか、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 小１プロブレムへのお尋
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ねでございますが、いわゆる入学して、１年生が

なかなか集団行動がとれない、あるいは席にじっ

と座っていられない、それから先生方からの話を

長い時間我慢して聞くことができないといった、

そういった問題のことを小１プロブレムというふ

うに言うわけですけれども、ちなみに今年度、小

学校全校をまだ回り終わっていないわけですが、

今年度におきまして、小学校１年生の教室、訪問

した学校の全ての教室を見ておりますが、極めて

落ち着いた学習が行われておりまして、今年度の

１年生の状況について見れば、本市におきまして

小１プロブレムというものは、今のところ心配な

状況ではないんではないのかなというふうに思っ

ています。 

  これは、年度によって子どもたちの状況は変わ

りますので、年度が違えばどういうような状況に

なるか、まだ予測がつかないところではあります

けれども、いずれにしましても今、子どもの数も

減っている中で、人間関係づくりについてなかな

か経験を重ねてきていないという部分があったり

する、そういったことも先ほど申し上げた要因に

加えられることではないのかなと、このように思

っております。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 今現在では上がっていな

いということで、安心いたしました。これは逆を

返せば、保育園だったり、幼稚園だったりの先生

たちの教育あるいは保育のたまものというところ

の受け継ぎもあるかもしれません。 

  今言ったとおり、人間関係は受け手となる子ど

もの感性によって多分変わっていくと思いますの

で、そこを一概に先生に頑張ってやれといっても、

なかなか拾う気持ちが合わなかったりして、子ど

もたちが一瞬合わなくなってしまう症状はあると

思うんですが、根気強く、こういった問題になら

ないように、いろいろと合わせて教育していって

いただければなと思います。 

  この後にスタートカリキュラムは聞くんですが、

ある学校では、小学校へ上がった最初のうちに小

学校や保育園で行ってきた遊びを取り入れて、そ

の時間の融和を図っているという報告をちょっと

見させていただきました。本市なんかでも、こう

いったことを取り入れているのかどうかお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃるとおり、

先ほどもお答えしましたとおり、一遍に学校の生

活に合わせろみたいな、そういう乱暴なことは全

くありません。幼稚園、保育園からの流れをうま

く使いながら、小学校の生活になじんでいくとい

う部分、接続の部分、イメージとしては、かつて

自分が若いころ聞いた言葉ですと「渚教育」とい

うんですかね、海と陸地と境のところ、微妙なと

ころをうまく渡していくというような、そういう

ようなイメージで、先ほどお答えしましたように、

スタートカリキュラムというのはできていて、幼

稚園のものを少しずつ少しずつ小学校のほうに変

えていく、そういうような指導が根気強く、５月

ぐらいまでの間に行われているということでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 答弁いただきました。 

  教育長のほうから、先ほどから言われておりま

すスタートカリキュラムを策定し、合科として30

時間、５月末ぐらいまでは取り入れているという

話を聞きました。 

  ちょっと私が調べた資料では、私なりの検索で

は出てこなかったもので、今回、別の市のスター

トカリキュラムをちょっと見させていただいてい
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たんです。その時間に何を行えば、子どもたちは、

学校に合う免疫とは言わないんでしょうけれども、

ついていくのかというところが示された書類で、

すごくわかりやすかった。あと、先ほどの10の育

ってほしい姿を小学校の先生も、一緒に連携して

学ぶことによって、その引き継ぎが容易になると

いうことで、今回の指針に関しましては、物すご

く子どもたちを円滑に接続するためにはすばらし

い取り組みだと思ったんです。 

  その中で、スタートカリキュラム自体は、先ほ

どもちょっと言っているんですけれども、全体で

公表しているものなのかどうかをまずお伺いした

いんですけれども。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） これは、各学校の教育計

画の中には入っております。 

  また、先ほどからも申し上げているとおり、例

えば友だちづくりのための時間であったり、ある

いは学校を探検して、学校にはどういういろんな

部屋があって、それがどういうふうなところなの

かとか、どんな先生がいるとか、あるいは２年生

と交流したり、それからもっと上級生と交流した

りして、こんなお兄さん、お姉さんがいるんだな

とかというようなことを学んでいったりするとい

うものもスタートカリキュラムの中には入ってお

ります。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 小学校の計画のほうに入

っているということなので、また見させていただ

きます。 

  ぜひ、那須塩原市、堂々と教育に関しては取り

組んでおりますので、これ、先ほどいったとおり、

北九州のほうなんですが、ちゃんと教育委員会に

貼ってあってやっていますというもののほうが見

たときにみんなわかりやすいのかなと思いますの

で、ぜひ掲示をしていただいて、接続に関しては

こういったものをしっかりと取り組んでいるとい

う形があってもいいのかなと思いました。私が見

た限りなので、もし貼ってあったら申しわけない

んですが、学校が何を取り組んでいるかというの

は、前、別な話のときにも言ったんですけれども、

教室の児童参観の横に机でプリントで置いておく

とか、その周知だけだと、やっぱりどうしてもわ

からないんですよね。 

  先ほど、子ども未来部長のほうが言っていた、

行動で子どもたちにはこういうふうに示している

よというのは、幼保の教育だとわかりやすいんで

すが、今度、授業になるとまたまたわかりづらく

なっているということになっていくので、こうい

ったカリキュラムがあることで、それに合わせた

時間を今はやっているとかを授業参観で一つ一つ

言っていただければ、安心して子どもたちを学校

に預けられるのではないのかなと思いますので、

やっていることは堂々と出していただきたいなと

思いますので、ぜひご検討ください。 

  それでは、最後のここの質問になるんですが、

何回も言っております。目指す指針ができておき

ながら、卒園後の子どもたちが小学校へ円滑に接

続できることによって、大宮司教育長がやってい

る今の人づくり教育、小中以下も含め、小学校に

上がると目指す児童生徒の将来像を先生たちが掲

げて、一遍にスタートしていくわけなんですが、

そこの接続に関して今回、何個か質問させてもら

った中のものも含めて、どういった円滑さを求め

て、そしてすんなりと接続していくのかという取

り組みを最後にお聞きしたいなと思うんですが。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 幼稚園、保育園から小学
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校への部分というのは、確かに、いろんなシステ

ムの違いもありますので、やっぱりある意味子ど

もたちにとっては乗り越えていかなきゃならない

部分、乗り越えていかなきゃという言葉は不適切

かもしれませんが、ある意味希望を持って、そし

て、それをクリアすることによってさらに自分が

自信をつけるという、そういうきっかけにはなっ

てほしいなと思っています。 

  考えてみますと、年長さんというのは、保育園

や幼稚園で一番最上級生、しっかりしなきゃだめ

だよというような形で指導されてきて、ところが、

４月になると、今度は小学校で一番下の学年にな

って、上にお兄さん、お姉さんがいてというふう

な扱い方の違いというのも、恐らく子どもたちに

とってはすごいギャップの一つになるんではない

のかなというふうに思っています。 

  そういう子ども側の立場に立ったときに、どう

いうふうにかかわりが移るとか、あるいは、感じ

られるのかということ、そういったものを大切に

しながら、このスタートカリキュラムより充実さ

せていく必要があるのかなと思っています。 

  先ほどお話ししました幼保小の部分でも、相互

に授業参観をしたりということが複数回実施をし

ております。 

  また、小学校の先生の場合ですと、もう残念な

がら、今、研修の見直しの中で消えていっちゃい

ましたけれども、震災から10年目を経過した先生

方は、何日間か幼稚園のほうに行って授業をやっ

てくる、それから、幼稚園の先生方は、小学校に

来て、やっぱり小学校の授業をやってくるとか、

そういう相互に、交互に乗り入れてそれぞれをし

っかりと体験をする、そういった機会もございま

した。 

  今残念ながらそれがちょっとないわけでありま

すけれども、せめて相互に授業を見合ったり、あ

るいは、このスタートカリキュラムについても協

議をしたりというようなことで、共有をする、そ

の部分をこれからも大切にしていくことが必要で

はないのかなというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 今、まさに言っていただ

いたとおり、子どもたちは教わる先生を、先生も

同じですけれども、選ぶことができず、校長先生

は、新しい１年生の担任とかを指名する、それぞ

れのデータに基づいてこの先生なら任せられると

いう形で多分学校の担任を受け持つと思うんです。 

  先ほど言ったとおり、幼稚園で、あるいは保育

園で育ってきた子どもたちは、遊びを中心に、手

を動かし、頭を動かし、その中で集まった中でリ

ーダーを決めたり、つくったら壊したりとか、本

当に純粋無垢に遊んできた経験をもとに小学校と

いう、あらかたちょっと縛られた社会かもしれま

せんけれども、義務教育というところに踏み入れ

た瞬間にちょっと考えていたところと違ったと思

っちゃう気持ちがある、そこをやんわりしてあげ

るのが、多分先生の最初の役目かなというふうに

思います。 

  信頼できる先生がいれば、そこに子どもはしっ

かりと安心して自分の考えや心を寄せることがで

きるというところもありますし、それをバックア

ップできる学校の体制もこれから必要なのかなと

思います。 

  ぜひ今言ってくださった、なくなってしまった

かもしれませんが、先生たちが今度各現場に、な

るべく、１時間でも、２時間でも、参観日に行っ

ていただければなと思いますので、そういった形

で円滑に子どもたちを小学校のほうに上げていた

だきたいと、送っていただきたいと、そして、受

け入れていただきたいと思います。 

  多様性を認め合う社会になってきました。子ど
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もたちは、自分たちの中にルールをつくって、そ

して、ふだんの生活を送って、その中の経験の一

つ一つが自分の成長の中の糧になっている、そう

いった状況から義務教育の中に入っていくわけな

んですが、今、保育に関しては、どちらかという

とハード面に関しての、お金のサポートで待機児

童を解消しようとしています。 

  ただし、人の部分が大切になれば、多少入るこ

とできなくて不服だと思っても、その後の教育、

小学校に続くまでの教育をしっかりと教えられる、

そういった保育士であったり、先生たちがいるこ

とが本当は一番大切なのかなとも思いますので、

その心の教育がしっかりとできるような環境を両

課にまたがってお願い申し上げまして、この項の

質問は閉じさせていただきます。 

  続きまして、２、本市の文化活動の振興につい

て。 

  2020東京オリンピック・パラリンピックの基本

方針では、大会はスポーツの祭典のみならず文化

の祭典でもあり、文化プログラムの推進も含め、

こうした多様な文化を通じて、日本全国で大会の

開催に向けた機運を醸成し、東京におけるショー

ウインドー機能を活用しつつ、日本文化の魅力を

世界に発信するとともに、地方創生、地域活性化

につなげるとうたっております。 

  また、栃木県では、文化によるオリンピック・

パラリンピックへの参加機運の醸成と文化活動の

全県的な活性化を図ることを目的として、とちぎ

版文化プログラムのローカルプロジェクトを牽引

するモデル事業を展開し、来るオリンピックを見

据え多くの県民に文化活動を通してオリンピッ

ク・パラリンピックへの参加を促すとともに、栃

木の魅力ある文化を国内外に発信しつつ、文化の

底上げを図り、地域の活性化につなげることが必

要であるとうたっております。 

  本市においても、この機会を好機と捉え、地域

文化の振興に際し、伝統文化の歴史や文化に触れ

ることにより郷土愛を醸成し、ひいては文化が地

域の人々をつなげる重要な役割を果たしているこ

とを改めて認識し、市を挙げて文化の振興を図る

ことは重要であることから、以下の点についてお

伺いいたします。 

  ⑴国や県で展開する取り組みについて。 

  ①地方の魅力を世界に発信し、地方創生の追い

風となる東京オリンピック・パラリンピック文化

プログラムの事業認定に向けた支援の状況と本市

の事業展開についてお伺いいたします。 

  ②県が実施している栃木県文化振興基金助成事

業（ローカルプロジェクトモデル事業）に関して、

市の考え及び本市の支援策についてお伺いいたし

ます。 

  ⑵本市において東京オリンピック・パラリンピ

ックは、市内の貴重な地域文化の伝承の重要性を

改めて見つめ直すよい機会と捉えることができま

す。 

  しかし、伝統文化の伝承の重要性とは裏腹に、

人口減少による担い手不足や長年使用されてきた

道具の老朽化などで、伝統文化の継承に支障を来

しております。 

  今後、本市としては、この状況に危機感を持ち、

対策を打ち出していく必要があると考えることか

らお伺いいたします。 

  ①本市の伝統文化、芸能の重要性に対する所見

をお伺いいたします。 

  ②本市での文化振興に関して交付している補助

金の中で、市指定無形民俗文化財補助金及び社会

教育活動振興補助金の内容についてお伺いいたし

ます。 

  ③伝統芸能の継承を図るために後継者育成も含

めた諸活動に努力をしている個人または団体から
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どのような声が上がっているのかお伺いいたしま

す。 

  ④伝統芸能の継承を図るために活動されている

個人または団体から上がってきた声に対し、どの

ような支援が必要と考えるかお伺いいたします。 

  ⑤市民の個性豊かな創造性に富んだ文化活動の

振興を図るためには、一定の財源が必要となって

きます。これまでの予算水準もいつまでも続くと

は思えず、将来性に乏しく、危機感を募らせてお

ります。 

  今後は、文化振興にかかわる財源基盤の安定を

図るために、行政のみならず市民や企業の協賛も

いただき、行政と市民と民間が一体となって文化

活動の振興を支援できる体制を明確にするため、

新たに文化振興基金を設立したらどうかお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） それでは、齊藤誠之議員

の２の本市の文化活動の振興について順次お答え

いたします。 

  初めに、⑴の国や県で展開する取り組みについ

てお答えいたします。 

  ①の東京オリンピック・パラリンピック文化プ

ログラムの事業認定に向けた支援の状況と本市の

事業展開についてですが、文化プログラムは、大

きく分けて大会組織委員会が認証する文化オリン

ピアード、それと、内閣官房が中心となり、レガ

シー創出に資する事業を認証するbeyond2020プロ

グラムがあります。 

  事業の認証に際しましては、これまで問い合わ

せはありませんが、相談などがあった場合には、

認証に向けた支援を行ってまいりたいと考えてお

ります。 

  なお、昨年12月に開催いたしました本市出身の

車椅子テニスプレイヤー眞田選手によるスポーツ

交流大会、こちらは、beyond2020プログラム認証

事業となっております。 

  今後も次世代に誇れるレガシー創出に資する事

業に取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、②の県が実施している文化振興基金助成

事業（ローカルプロジェクトモデル事業）に関し

ての市の考え及び本市の支援策についてですが、

栃木県のローカルプロジェクトモデル事業、これ

につきましては、県内の活動団体への支援という

ことになっておりまして、平成29年度から事業費

の助成のほうが開始されたところでございます。 

  本市の第２次総合計画における重点プロジェク

ト、こちらにおきましても、芸術・文化施策と他

分野の施策の連携による新たな魅力の創出に取り

組んでおりますので、こうした事業を活用するの

が大変有効であると考えております。 

  本市におきましては、これまでローカルプロジ

ェクト事業の利用実績、あるいは問い合わせ、こ

のようなことはありませんけれども、事業の周知

や情報提供を行いまして、相談などがあった場合

には、申請に向けた支援というものを行ってまい

りたいと考えております。 

  次に、⑵の人口減少や道具の老朽化などが伝統

文化の継承に支障を来している状況に対する対策

の必要についてということで、こちらにつきまし

て順次お答えいたします。 

  ①の本市の伝統文化、芸能の重要性に対する所

見ですが、長年それぞれの地域において伝承され

てきた民俗芸能、これにつきましては、その土地

の歴史や文化に深く根ざしたものであり、その土

地を知る上で非常に重要であるとともに、その土

地の歴史を後世に伝える文化財として守るべきも

のであると考えております。 
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  次に、②の本市で文化振興に関して交付してい

る市指定無形民俗文化財補助金及び社会教育活動

振興補助金の内容についてお答えいたします。 

  市指定無形民俗文化財補助金、こちらにつきま

しては、無形民俗文化財を保存、伝承する承認団

体である保存会に対しまして、会の運営に要する

費用、これを支援するための定額の補助金を交付

しております。 

  また、運営費の補助とは別に、用具の更新など

が必要になった場合には、500万円を上限に必要

経費の半額を補助することということにしており

ます。 

  次に、文化振興に関する社会教育活動振興補助

金、これにつきましては、文化財指定以外の郷土

芸能関係団体を対象にしておりまして、郷土芸能

の定着、伝承、地域社会の活性化、これらに寄与

することを目的に設立された那須塩原市郷土芸能

保存会連絡協議会、こちらに加盟した団体に対し

まして定額の運営費補助を行っているところでご

ざいます。 

  次に、③の伝統芸能の継承を図るために後継者

育成を含めた諸活動に努力をしている個人または

団体からはどのような声が上がっているのか、ま

た、④の上がってきた声に対し、どのような支援

が必要であるかと考えるかということにつきまし

て、関連がありますので、一括してお答えいたし

ます。 

  郷土芸能の継承と後継者育成に尽力されている

個人または団体について、現在市が把握している

のは、那須塩原市郷土芸能保存会連絡協議会に加

盟している31団体でありまして、そこからの声と

しましては、後継者不足の悩みというものが挙げ

られております。 

  その声に対しましては、後継者育成のための支

援が必要であると考えているところでございます。 

  なお、加入していない団体、あるいは郷土芸能

の普及及び伝承にかかわる方々につきましては、

把握した段階で情報交換や交流の場ということで

あります同団体への加入を勧めているところでご

ざいます。 

  最後に、⑤の文化振興にかかわる新たな文化振

興基金の設立についてお答えいたします。 

  市といたしましては、市民が取り組む個性豊か

な創造性に満ちた文化活動、これらを支援するこ

とは、本市の生涯学習及び文化振興を推進する上

で重要なことであると考えております。 

  また、行政のみならず、市民や企業が一体とな

り、オール那須塩原として文化振興を支援するこ

とは、大変意義のあることと思います。 

  文化振興基金の設立につきましては、その規模、

あるいは資金の調達手段、運用方法などにつきま

して今後研究してまいりたいと考えているところ

でございます。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁をいただ

きました。 

  ①に関しまして、beyond2020プログラム認証事

業ということで、こちらは認証要件に関しまして

は、日本文化の魅力を発信する事業・活動であっ

て、多様性・国際性に配慮した以下のいずれかを

含んだ事業ということで、障害者にとってのバリ

アを除く取り組み（障害者対応）、外国人にとっ

ての言語の壁を取り除く取り組み（外国人対応）

ということで、それ以外に日本文化を組み合わせ

た中で、認証の事例としては、地域のお祭りで英

語の案内チラシを作成するとか、これが文化魅力

発信と外国人対応ということで認証オーケー。 

  あるいは、文化が含まれるイベントで、車椅子

観覧用のスペースを設ける、文化魅力発信プラス
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障害者対応で認証オーケー。 

  こういった感じで手軽に認証に向かえるような

形であると私が推測したんですが、こういったも

のもありながら、栃木県も平成29年７月24日から

beyond2020の認証組織となり、促進をしていると

いう話が掲載されています。 

  この事業自体の認証に関しましては、そんなに

ハードルは高くないのかなという気もいたします

ので、ぜひ普及活動にも取り入れていただきたい、

力を入れていただきたいと思います。 

  先ほどの答弁のとおり、本市でもまちづくり大

使であります眞田選手をbeyond2020プログラム認

証事業として行ったということで、私も実際この

会場に足を運ばせていただきまして、講演等を聞

かせていただいた記憶がございます。 

  この時期だからこそできる、そして、この大き

な祭典が来ることによる波及効果をしっかりと捉

え、子どもたちの記憶に残せる事業としての取り

組みを今後も期待するというところなんですが、

もしわかればなんですけれども、今年度はまた何

か事業をやろうとしているのかどうかをお伺いし

たいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 認証の要件ということは、

今、議員説明があったというような内容になるわ

けなんですが、前年度につきましては眞田さんと

いうところで、やはり障害者スポーツというとこ

ろで実施しました。 

  今年度につきましても、やはり以前パラリンピ

ックに出場した選手というところで、現在事業の

ほうを実施するということの調整を進めていると

ころでございます。期日、内容等決まりましたら、

また皆さんのほうにもお知らせして、できるだけ

多くの方に参加していただきたいと思っておりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 認証に向けたというより

は、取り組みは間違いなく行うということの理解

でよろしいですよね。 

  そうしたら、決まりましたらぜひ教えていただ

きたいと思います。 

  実際、子どもたちと一緒に聞かせてもらったと

きに、子どもたちは驚きの連続と、あと体験をし

たということで、すごくいい経験をしたと思って

おります。ぜひそういった形になるようにこちら

もお願いしたいと思います。 

  また、先ほど言ったとおり、この事業一つのみ

がまだ本市としては取り組みとなっておりますの

で、ぜひ別な事業でも考えられるようであれば、

そういった取り組みを目指して頑張っていただき

たいと思います。 

  続きまして、②のほうに移らせていただきます。 

  この栃木県で行っておりますローカルプロジェ

クトモデル事業は、本市としても活用することは

有効であるとの答弁がございましたが、実績や問

い合わせがないとの答弁がございました。 

  現在、どのような情報提供や周知を行っている

のかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 現在行っている内容とし

ましては、この事業自体が県の事業というところ

で、助成対象事業の３分の２は県の補助というこ

とになります。 

  ただ、残りの３分の１、これがそれぞれ事業を

実施する団体、この団体につきましては、ちょっ

と市町村というところは該当にならないというこ

とで、民間の団体であったり、協議会であったり、



－224－ 

こういうところの事業が対象になってくるという

ことなんですが、実際にはその３分の１というと

ころの事業費、これが自前で調達できるかできな

いかというところもありまして、なかなか市のほ

うには相談が来ていないという状況なんですが、

市の団体に対しましては、いろいろ会議の際であ

ったり、募集要項を送付したりということで周知

のほうを図っているのが市の実情というところで

ございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 周知は行っているという

ことをお聞きいたしました。 

  確認なんですけれども、県の補助金が３分の２

で、自前が３分の１ということなんですが、その

３分の１に対しては、市のほうでは何かできると

いうことはあるのでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） この補助の要件としまし

て、ほかの事業所というんですか、ほかの団体等

から助成がないものということで、あくまでも単

独事業というところの中で、そこに対して県が３

分の２補助しますということになっているもので

すから、仮に市でこの事業に対して補助を何か出

すということになりますと、自動的に県の補助が

受けられなくなってしまうということになってし

まうものでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 了解いたしました。 

  せっかくなので県のほうでもそういった取り組

みがあったほうが、もちろんいいんでしょうけれ

ども、市としても何とかしてあげたいというとこ

ろに関しましては、多少もったいないのかなとい

うところもありますので、もしどこかで言える機

会がありましたら、何か重複でも出せるようにし

ていただけるように要望していただければと思い

ます。 

  県のほうでも、実際、１回目、昨年に関しまし

ては1,000万円用意したお金に対して、満額まで

到達しなかったということで、ことしも６月には

２次募集をするということなので、そこに取り向

けて市のほうでもバックアップしていただきたい

と思います。 

  続きまして、⑵のほうに移らせていただきます。 

  ①に関しましては了解いたしました。 

  ②の市指定無形民俗文化財補助金のことと、社

会教育活動振興補助金についてなんですが、こ

ちらの双方の補助金の額についてお伺いいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず初めに、市指定無形

民俗文化財補助金、こちらにつきましては、定額

ということで、先ほど申し上げました２万7,000

円ということになっております。 

  また、社会教育活動振興費補助金、こちらにつ

きましては、やはり定額ということで１万8,000

円ということになっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） ありがとうございました。 

  それでは、もう一つあったとおり、運営費の補

助とは別に用具等の更新が必要になった場合には、

500万円を上限に必要経費の半分を補助している

との答弁がありましたが、ここ数年での実績があ

ればお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 
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○教育部長（小泉聖一） ここ数年での実績という

ことなんですけれども、一番最近のものとしまし

ては、平成28年度に宇都野梵天上げ保存会という

団体に対しまして、梵天用具の更新の費用を補助

したという実績がございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） ただいま実績と額のほう

をお聞きしました。それをもって３番、４番のほ

うに移らせていただきます。 

  宇都野の梵天用具に関しましては、そういった

道具の更新があったということに関しましては、

その伝統芸能の継承を行うためにしっかりと継承

者がいる中で進めているということで理解はでき

るんですが、先ほども答弁にあったとおり、各地

域では、普及活動や活動が休止している地域があ

るとお伺いしております。 

  後継者育成が必要でありながら、なかなかその

後継者育成不足の解消に進まない理由が何なのか

がわかればお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず、先ほどちょっと理

由としまして、後継者不足というところがあると

いうお話をしたところなんですけれども、実際に

は、郷土民俗芸能ということで地域に根差してい

るような活動ということでありまして、昔から続

いている活動、その地域だけで行っている活動と

いう中で、なかなか昔からの決まりごとという中

で、その地域に住んでいないとだめだとか、地域

に住んでいる子どもじゃないとだめだというよう

な条件がありまして、なかなか後継者はいないん

だけれども、地域に担い手がいないというような

ところがそれぞれ、やはり課題ということになっ

ているんですが、これに対しましては、市のほう

としては、なかなか地域での取り組みについて、

もうちょっと地域を広げたらどうだと、こういう

こともなかなかアドバイスがしづらい、また、中

には長老と言うと変なんですけれども、頑固な方

がおりまして、なかなか新しい人を入れないと、

そういうような地区もあるということもお伺いし

ておりますので、どのように解決したらいいかと

いうのは、やはり行政のほうでもちょっと苦慮し

ているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） 大変な実情があるという

ことで、ただ、地域性とか地域の伝統文化を守る

んであれば、誰かが必ず継ぎ手がいないと消滅、

あるいは休止という形になってしまいますので、

行政のほうからなかなか押しづらいと言いながら

も、その実情を周りにもうちょっと目を広げて、

各地域で子どもたちが伝統文化をつなげば、時代、

世代は超えることができますし、その地域性の文

化を学ぶことができれば、その地域に、例えば同

じ那須塩原市の子なのに、この地域じゃなければ

そこの子じゃないという扱いは、もうこのグロー

バル社会では通用しない話なので、そこが伝統文

化のいいところなのかもしれませんけれども、ぜ

ひそういったところも、もう一つやりづらいとは

思うんですが、もう一回交渉して、みんなこれだ

け子どもがいる間が、本当にできるという話にな

ってきますので、そこら辺もちょっとチャレンジ

していただければなと思います。 

  もう一つ、ちょっと別件になるんですが、那須

塩原市郷土芸能保存会連絡協議会というお話がご

ざいました。 

  こちらは、総会等々があるのはわかっているん

ですが、定期的に情報交換が行える場があるんで

しょうか、お伺いいたします。 
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○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） この郷土芸能保存会連絡

協議会、こちらのほうは、まず、協議会の目的と

いうところの中で、目的達成をするための事業と

して入っている団体会員相互の情報交換というも

のも一つの事業として掲げておりまして、総会で

あったり、役員会であったり、会議のときに情報

交換ができる場というものを、定期的か不定期か

というのは、その会議の開催によってなんですが、

実施しているというような状況になっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ７番、齊藤誠之議員。 

○７番（齊藤誠之議員） いろいろな場ということ

で、こちらに、先ほども答弁にあったとおり、そ

ういった郷土芸能を目指す方はぜひ入会に努めて、

情報交換に努めてほしいという話を伺いました。 

  こちらのほうにもしっかり市としてはバックア

ップをしていただきたいと思います。 

  それでは、時間がなくなってきましたので、一

番最後の文化振興基金なのですが、栃木県におい

ては、平成20年４月１日に文化振興条例を制定い

たしました。栃木市町では、小山市がやはりこの

条例を制定しております。 

  毎年一般会計からこの部分に関しましての予算

は計上されておりまして、今後の文化振興を図る

に当たり、財源が限られている中、質問にも書い

たとおり、今後の見通しが明るいとは思えません。 

  また、先般、山本はるひ議員が言っていたとお

り、補助の見直し等々も始まる中、これだけの財

源を毎回用意するということは大変になってくる

と思っております。 

  私の１個前に質問いたしました吉成議員と多少

ニュアンス的には違いますけれども、民間の力を

これからかりていきながら、この那須塩原市の伝

統文化、文化振興についてしっかりと応援しても

らおうという仕組みは、必ずしも必要であると私

は考えております。 

  これからは、また研究ということなのですが、

地域の人たちがかかわっていく伝統文化、あるい

はこういった文化振興において、その人たちが協

力していってもできなくなっちゃったという人が

最終的に、ひょっとしたら自分たちが培ってきた

ものを提供して、また、市の財源に入れてくれる、

こういったいい流れも考えることができると思い

ます。 

  使い勝手とか、やり方に関して多少の不安があ

るというのはわかっているんですが、ぜひこうい

ったところにも取り組んでいただきまして、新た

な財源の確保、そして、堂々と市民同士がそれを

融通して文化振興を図れるような仕組みをしっか

りと研究していっていただきたいと思っておりま

す。 

  時代が本当に押し迫っておりますので、ぜひ早

急な研究を出していただいて、取り組んでいただ

ければと思います。 

  私の質問は以上で終わりとさせていただきます。

ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で７番、齊藤誠之議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時４５分 

 

再開 午後 １時５６分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◇ 星 野 健 二 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、４番、星野健二議

員。 

○４番（星野健二議員） ４番、公明クラブ、星野

健二です。 

  通告書に従いまして一般質問を行います。よろ

しくお願いいたします。 

  １、防災意識の向上と避難所対策について。 

  地球温暖化に伴う気候変動により、全国各地で

何十年に一度、または過去に経験のないような異

常気象が頻繁に発生しています。集中豪雨による

家屋の浸水や土砂崩れの発生など、いつどこで自

然災害に見舞われても不思議ではない状況になっ

てきているといえます。 

  自然災害が増加している中、避難所における設

備の充実を図ることに加え、災害が発生した際に

被害を最小限度に食いとめるには、日ごろから市

民一人一人の防災意識の向上の取り組みを進め、

いざというときに適切な行動がとれるよう備える

ことが大切であると思うことから、以下の点につ

いてお伺いをいたします。 

  ⑴自主防災組織の活動内容、市の支援の取り組

み及び課題についてお伺いします。 

  ⑵防災士の現状と今後の育成についてお伺いを

いたします。 

  ⑶総合防災訓練の成果と課題をお伺いいたしま

す。 

  ⑷児童生徒に対する防災教育の取り組みについ

てお伺いをいたします。 

  ⑸ペットを連れて避難された方への対応は。 

  ⑹マンホールトイレが全国に普及しているが、

本市でも設置する考えはあるか。 

  ⑺避難所に障害者用の簡易トイレやベッドは用

意されているのか。 

  ⑻障害者の方、認知症の方及び乳幼児を連れて

くる方等、避難生活が困難な方の避難所は設けて

いるのか。 

  ⑼災害対策本部との連絡や避難所を統括する責

任者は各避難所で決まっているのか。 

  以上、一回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員の質

問対し答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） それでは、１の防災意識

の向上と避難所対策について順次お答えをいたし

ます。 

  私からは、⑴から⑶、⑹、⑺についてお答えを

いたします。 

  初めに、⑴の自主防災組織の活動内容、市の支

援の取り組み及び課題についてお答えいたします。 

  本市では、自治会を単位とした112の自主防災

組織が結成されております。各組織において避難

や炊き出し、消火、救命などの各種訓練のほか、

地区内の防災マップの作成、資機材、備蓄食料の

整備などの活動が行われております。 

  市の支援の取り組みといたしましては、組織の

結成、資機材の購入、組織の運営事業に係る費用

に対し補助金を交付するとともに、組織づくりや

事業計画に関する相談や助言などの支援も行って

おるところでございます。 

  一方、課題といたしましては、現在組織率が

52％でありまして、組織が結成されていない自治

会からいかに理解を得て結成を促進するかといっ

た点が挙げられます。 

  次に、⑵の防災士の現状と今後の育成について

お答えを申し上げます。 

  防災士は、ＮＰＯ法人日本防災士機構が認証す

る民間資格で、本市では、地域や職場における防

災リーダーとなる人材の育成を目的といたしまし
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て、平成25年度から防災士養成事業に取り組んで

きたところでございます。 

  本事業による資格取得者は、平成29年度までの

５カ年で389人となっておりまして、今年度も60

人の防災士の養成を予定しております。 

  また、平成27年度からは、防災士資格取得者を

対象とした講演会や図上訓練などのフォローアッ

プ研修を実施し、さらなるスキルアップを図って

いるところでありまして、今後も継続してまいり

たいと考えております。 

  次に、⑶の総合防災訓練の成果と課題について

お答えいたします。 

  本市の総合防災訓練は、会場を黒磯、西那須野、

塩原の各地区持ち回りとしておりまして、地震や

台風など地域の特性に応じた災害を想定し、平成

23年度から毎年実施をしております。 

  訓練の成果といたしましては、市民の防災意識

の高揚、防災関係機関との連携強化が図られてお

り、一定の成果が上げられているものと考えてお

ります。 

  一方、課題といたしましては、より実践的で効

果的な訓練が求められているという点が挙げられ

ると思います。 

  次に、⑹の全国的に普及しているマンホールト

イレを本市でも設置する考えがあるかについてお

答えいたします。 

  断水時における避難所のトイレ対策といたしま

しては、まず、備蓄しております簡易トイレによ

り対応することとし、その後、仮設トイレの手配

により加工する考えであります。 

  マンホールトイレは、水洗トイレに近い環境が

確保でき、比較的衛生的という特徴がありますが、

下水道施設が被災した場合には使用できないとい

う欠点もあり、現在のところ設置する考えはござ

いません。 

  次に、⑺の避難所に障害者用の簡易トイレやベ

ッドは用意されているのかについてお答えいたし

ます。 

  市では、簡易トイレを備蓄しており、介助者を

つけることで障害者や高齢者でも使用することが

可能であります。 

  また、ベッドにつきましては、現在のところ備

蓄はしておりません。 

  なお、避難所の中に介護の必要な障害者や認知

症の方がいた場合には、市内の社会福祉法人と協

定に基づき避難所として指定した福祉施設での受

け入れを検討しております。 

○議長（君島一郎議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私から⑷の児

童生徒に対する防災教育の取り組みについてお答

をさせていただきます。 

  各小中学校等では、学校安全全体計画及び年間

計画に防災教育や避難訓練を位置づけ、自分の安

全を自分で守れる児童生徒の育成、これを目指し

て防災教育を進めているところであります。 

  一例としまして、緊急地震速報を活用し、災害

発生時に一時避難した上で、全児童生徒が安全な

場所へ二次避難をするというような避難訓練を実

施しているところであります。 

  なお、授業の中での防災教育につきましては、

６月４日の市政一般質問におきまして、佐藤一則

議員にお答えしたとおりでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） ⑸のペットを連れて

避難された方への対応につきましては、生活環境

部のほうからお答えをさせていただきます。 

  那須塩原市地域防災計画におきましては、飼い

主は、災害発生時に動物を同伴して避難できるよ

う日ごろからケージになれさせるなど、訓練を行
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っておくとともに、飼い主の連絡先を記載した名

札等の装着、ワクチンの接種及び動物用避難用品

の確保、こういったことに努めることとしており

ます。 

  避難所におきましては、さまざまな人々が生活

するため、居住部分へのペットの持ち込みは、原

則禁止とされております。敷地内の屋外に飼育ス

ペースを必要に応じて設置するよう努めることと

しております。 

  ペット同伴者がほかの避難者と円滑な共同生活

を送ることができるよう、動物の適正な管理、こ

ういったことについて助言するなど十分な配慮が

必要であると考えております。 

○議長（君島一郎議員） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） ⑻、⑼については、

保健福祉部からお答えします。 

  ⑻の障害者の方、認知症の方及び乳幼児を連れ

てくる方など、避難生活が困難な方の避難所は設

けているかについてお答えいたします。 

  介護が必要な障害者や認知症の方などの避難所

につきましては、市内の社会福祉法人との協定に

基づき、19カ所の福祉施設を指定しております。 

  乳幼児を連れてくる方などの避難所につきまし

ては、市内15カ所の公立公民館を指定し、避難所

内に保健師を配置することによって適切な対応に

努めております。 

  最後に、⑼の災害対策本部との連絡や避難所を

統括する責任者は各避難所で決まっているかにつ

いてお答えいたします。 

  責任者につきましては、避難所を安全かつ円滑

に運営していくために各避難所に配置しており、

災害対策本部と相互に緊密な連絡を取り合うこと

によって適切な避難所の運営を図っております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、⑴、⑵は関連

しますので、再質問をさせていただきます。 

  初めに、自主防災組織の結成の推移をお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 阪神大震災であるとか東

日本大震災、大きな災害の中で、本来ならば市で

あるとか消防、警察が全力を挙げて災害に対応す

るという中で、広域な大規模な災害においては、

地元全ての住民に瞬時に災害というのは不可能で

ございます。 

  大勢がいる中で、どうしても１日、２日かかっ

てしまうところもあるという中でいうと、やはり

その中で自主防災組織があるところとないところ

というところが明白に違ってくるという事実がご

ざいます。 

  そういう経過をもとに、いかに地元の自主防災

組織が大切かというところが背景にございます。 

  その中で、市としては、来る災害に備えて、地

元の自治会を中心とした自主防災組織をつくって

いく、そういう背景で今市としてはつくっていた

だきたいということで進めているところでござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） すみません。もう一度な

んですが、自主防災組織の結成の推移をお願いい

たします。例えば何年には幾つ、何年には幾つと

いう。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 大変申しわけございませ

んでした。 

  結成の推移というところでございますが、まず、

地域自主防災組織は、平成22年度に結成が始まり
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まして、22年度に結成された団体が、―これは

年度ごとにということでよろしいでしょうか。 

  まず、22年度当初が45団体でございます。23年

度が17団体でございます。すみません、26が８団

体です。27年度が11団体でございます。28年度が

２というところで、残りが29年度で、合計で112

という、そういう経過でございます。すみません

でした。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ただいまお聞きしまして、

やはり大震災があったころからは、22年度という

ことで、最初から防災組織も意識が高かったので、

立ち上げるのも多かった。だんだん減ってきてい

るということは、やはりそこの中で、だんだん防

災意識も少しずつ薄らいでいるのかなというのも

感じられると思います。 

  地域防災計画の中に、地域消防活動協力員とい

うことが明記されていると思います。これは、本

市には、協力員は何人ぐらいおられるのかお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） この地域消防防災活動協

力員という名称になりますが、この協力員は、も

ともと旧西那須野町であった制度でございまして、

現在は休止をしておりまして、委嘱はしておりま

せん。 

  内容的には、自主防災組織への助言、指導を行

っていただいたという経過がございますが、年々

減ってきたという中で、今は委嘱はしていないと

いう、そういう状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 今後その協力員を募ると

いう予定はあるのはお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 協力員の役割が自主防災

組織への助言、指導、リーダー的な役割というと

ころでいいますと、現在の防災士とほぼ同様の役

割を担うというところでありまして、先ほど申し

上げたように、25年度から防災士の養成が始まり

ましたので、今後はその役割を防災士のほうに期

待したいというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  続きまして、防災会議なんですが、防災会議の

中に現在女性は何名おられるのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 防災士でよろしかったで

しょうか。防災会議。 

○４番（星野健二議員） 防災会議。 

○総務部長（山田 隆） 防災会議のメンバーの中

という意味でしょうか。 

  申しわけありません。ちょっと調べますので、

申しわけないです。 

  防災会議のメンバーの中で婦人防火クラブから

各地区３名の方がいらっしゃいますので、今の時

点で、ちょっと確認はしますけれども、３名が女

性として委嘱しているところだと思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 私も３名かなと思って、

もしかしたらどこかの課でと思ったんですが、ち

ょっとメンバーの数から比べると女性が少ないの

かなというふうには、私も感じました。 

  今現在の女性参画ということでございますので、

女性には、男に比べて日ごろから地域の中でつな

がりを持ちながら介護や子育てといった具体的な

経験を通じて、子どもや高齢者に対するきめ細や
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かな配慮といった視点を持っておりますので、こ

うした女性の視点をこの防災対策に積極的に取り

入れていったらいいのかなと思いまして、ぜひ次

の会議の結成のときには、女性のメンバーも加え

ながら、中にはケアマネの方なんかも入っていた

だいて、女性の視点のほうも少しずつ入れていけ

ば、男の気がつかないところへの、いわゆる避難

所なんかでも設備なんかが充実にできてくれるの

かなというふうに思いますので、よろしくお願い

をしたいと思います。 

  ひとたび大規模災害が発生したときに、被害の

拡大を防ぐには、まず家族や自分の身を守ること

とともに、何よりも自主防災組織は大きな役割を

担っているわけですので、自主防災組織がしっか

りと活動できるか否かによって有事の際の共助の

体制における重要なポイントになってくると思い

ますので、今後しっかりと防災組織が機能してい

けるようにするためにも、定期的な講習会と、ま

たは、実習みたいなものがありましたらば、やっ

ていただきまして、引き続き自主防災組織の強化

のほうに努めていただくよう、よろしくお願いを

いたします。 

  続きまして、⑶について再質問をさせていただ

きます。 

  ことしは、那須水害から20年の年に当たること

から、本年総合防災訓練はどのような訓練を計画

しているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） ことしの防災訓練のお尋

ねでございます。 

  ことしは、台風による水害を想定して予定して

おりまして、先ほど申し上げました黒磯、西那須

野、塩原という順番でいいますと、ことしは西那

須野の順番になるんでありますが、ただ、ことし

は、那須水害から20年という節目を迎えるという

ことで、場所を黒磯の那珂川河畔公園を予定して

おりまして、あわせて追悼式という形のものを予

定しているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。防災訓練

のほうもしっかりと、無事故のほうでよろしくお

願いをしたいなと思います。 

  課題といたしましては、実践的で効果的な訓練

ということでありますけれども、私が思うには、

自主防災リーダーや自主防災組織が主体となって、

また消防団と連携をとりながら防災訓練などの計

画もしてはどうかと思いますが、この件について

ご意見のほうをお聞かせください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） その辺は、今後検討させ

ていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） せっかくすばらしい防災

士を中心とした、そして、自主防災組織が立ち上

がったわけでありますので、実際に活発なところ

は自主的に、当然のことながら自治会でも訓練を

しているかなと思いますけれども、中には結成を

しただけでそのままというところもあるのかなと

も感じられるところもあります。ぜひとも有事の

ときにしっかりとした体制がとれるのは、やはり

ふだんの訓練にあるのかなと思いますので、どう

しても総合の場合は受け身で、佐藤議員も言って

いましたけれども、どうしても受け身でやるかと

いう形になって、やればいいのかなという感じに

なってしまいますけれども、自分たちが自主的に

なっていけば、それだけいろいろ考えると思いま

すので、どうかこちらのほうについても検討して

いただいて、よろしくお願いをしたいと思います。 
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  続きまして、⑷についての再質問をさせていた

だきます。 

  やはりこれも過日の佐藤議員のほうに説明があ

りました。私も答弁をお聞きしまして、高林中学

校のモデル地区ということで、避難訓練も８回、

例えば青木小学校については年６回ということで、

当然これだけの訓練をすると生徒の中にも、やは

り防災意識はかなり植えついたんではないかなと

も思いますけれども、せっかくこれだけの回数の

中で行ったわけで、実際、この訓練の中でＰＴＡ

の方が参加した訓練はあったのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 学校が行っているもので

ございますので、なかなかＰＴＡの方、あるいは

地域の方が参加するという機会はなかなかないわ

けでありますけれども、今後、そういったものも

含めて、やっぱり災害というものは、局所的に学

校の中で起こる災害もあれば、広域的に起こる災

害も当然あるわけでありますので、そういったこ

とも想定して、今進めております地域学校協働本

部活動、こういったものの中にもこういう防災教

育の視点での取り組みというものもあってもいい

んではないのかなと、こんなふうに考えていると

ころであります。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ＰＴＡとまた今教育長の

話でもあったように、私のほうでは、また、登下

校のときもできたらばこういうときに危険な箇所

等も、先生を含めて確認をしながら防災訓練も、

避難訓練も実施していったら、より効果的で身に

つくんではないのかなとは思います。 

  実は、私の小学校のときの防災訓練なんですけ

れども、防災訓練というのは大体決まっていまし

て、何日の何時間目に防災訓練をやるということ

で決まっているものですから、いざ始まる前にな

ると、周りの友達と一緒に、「ほら、鳴るぞ、鳴

るぞ、ほら、鳴るぞ」なんてなって、お決まりの

ように机の下に隠れて、そして、先生の指示で校

庭に出るというのが普通防災訓練であると思いま

すので、これは、やはり、一つ相談なんですが、

せっかくですので、できたらば、一回、これは、

抜き打ちの防災訓練を実施してみたらどうかなと

は思います。 

  というのは、私、ちょっとビデオがありまして、

見たんですけれども、実は、やはり、抜き打ちを

やったビデオを見ました。防災訓練をやって、生

徒は、鳴ったときに、まず一つの画像は、下にい

たのにわざわざ２階まで上がってきて、そして、

自分の机の下に隠れてしまう。いわゆるやってい

るようなこと。 

  もう一つについては、もう一つの画像ですけれ

ども、図書館なんですが、何もないんですけれど

も、ヘルメットをかぶったまではいいんですが、

避難したところは、実は、本棚の前であったと。 

  これは一番危険であって、本棚の前、地震のと

きには本が倒れてくるわけですから、大変危険だ

と。 

  ですから、実践的な、本当に避難訓練をしてい

って、そこで、どういうところに問題点があった

りするのかということも検討しながら、生徒のほ

うに身につけていったならば、さらに防災意識が

身についてくるんではないかなというふうに私の

ほうは思います。 

  また、昨年、防災訓練に参加をさせていただい

て、経験したことが、竹と毛布を丸めて避難をす

るという、避難用のベッドをつくるということを

私も初めて経験させていただいたんですが、まさ

かと思いましたら、本当に大人が乗っても全然倒
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れない。こういったことも、例えば生徒に対して

は、避難訓練というと、どうしても硬いイメージ

になってしまいますので、こういったことを運動

会や、そういうところの種目にちょっと入れてみ

ながら自然と防災のというか、そういう意識をで

きるようなこともやってみたらどうかなというこ

とも思いましたけれども、どんなものでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まず、避難訓練の実施の

工夫でございますが、議員おっしゃられているよ

うなことは既に学校におきましては実施されてき

ております。 

  必ずしも教室に子どもたちがちゃんといて、担

任がついていて、さあ鳴ったぞというような想定

でのものもありますが、いつ何時災害が起こるか

わかりません。休み時間、あるいはお昼休み、そ

ういったところで起こることもあり得ます。 

  そういった場合も想定して、学校におきまして

も昼休み、先生方にだけは一応周知をしておいて

やると、あるいは、場合によっては、先生たちに

も一切周知をせずにやると、そういったような工

夫をして、より実践的な災害への訓練を実施して

いる現状にあるということはご理解いただきたい

と思います。 

  また、先ほどのご提案でございますけれども、

運動会、体育祭は、それぞれまた学校での趣向を

凝らした行事でもございます。その中に簡易の担

架をどんな形で組み込むか、それは工夫次第の部

分もあるかと思いますが、一つのご意見として賜

っておければというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） よろしくお願いをしたい

と思います。 

  また、児童生徒に対して防災意識ということで、

少しでもためになればといって、防災教育推進協

会のほうで、ジュニア防災検定というのが出てい

るんです。 

  これは、何人かのグループになりまして、そし

て、レポートなり出すんですけれども、できたら、

もうこんなものも夏休みの宿題とか、研究発表の

中で使っていきながら紹介をして、こんなことを

しながら防災意識を少しでも高めていくようなこ

とも、できたら先生方に紹介していただいて、夏

休みの研究の課題にしていただいたらいいのかな

というふうに思っています。 

  家庭での防災レポートということも入っており

ますので、お父さん、お母さんと一緒に防災につ

いて考えるということも入っておりますので、夏

休みの宿題にも、本当にすごくいいのかなという

のはありますので、もしそういうような形があっ

たら、学校の先生なんかにも、こんなことでご紹

介すればいいのかなとは思っております。 

  児童生徒のころからの防災教育は、大変に重要

なことだと思っております。命の大切さ、自分の

命は自分でみずから守ることを訓練や授業などで

学び、その子どもたちが大きくなって地域の防災

意識の向上や活動の力になっていただけたら、こ

れは大変に心強いものであります。 

  これからもさらなる防災教育の充実のほうによ

ろしくお願いをしたいと思います。 

  続きまして、⑸の再質問に移ります。 

  避難所には、いろんな方、動物の苦手な人やア

レルギーを持っている人などさまざまな人が避難

をしてきますが、災害時にトラブルにならないよ

うに飼い主は、平常時からペットのしつけ、予防

接種を含め、健康管理を行っていくように飼い主

等への指導、普及、啓発を行っているのかお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） ペットを飼われてい

る方への周知ということだと思うんですけれども、

現在は、市のホームページにおきまして、市民向

けのトップページから「くらし・手続き」、それ

から、「住まい・くらし」というところに入って

いただきますと、「ペット」というところがあり

まして、そこに「ペット動物の災害対策」という

ところを掲載させていただいております。 

  そこで優先順位１、２、３ということで、ペッ

トの命にかかわることからペットの用品、こうい

ったところまで必要なものを準備しておいてくだ

さいというようなことで掲載をしております。 

  そのほか公民館のほうにパンフレットを置いて

見てもらうように、それから、毎年２月に開催を

しておりますけれども、消費生活と環境展、こう

いったところでも啓発をしていると、そんな状況

であります。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 最近は、もうペットを飼

う方が大変多くなってきましたので、またペット

をすごく溺愛している方もいますから、かといっ

て、やはり避難所でのトラブル、ペットのトラブ

ルというものも、これはもう実際に絶えないと思

いますので、ペットについては、なかなか人間と

は違いますので、ふだんのしつけ、教育等、また

はそういうようなことを準備していくことがやっ

ぱり大事なのかなと思いますので、引き続き啓発

のほうをよろしくお願いしたいと思います。 

  ちなみに、屋外に飼育用のスペースを設置する

というふうに答弁がございましたけれども、ちょ

っと具体的にどんなようなスペースを、ただここ

だよというふうにするのか、もしくは、屋外です

ので、雨に濡れないようにこんなような形のテン

トを張るとかというような、何かそんなような、

どんなようなものなのかをありましたらお伺いし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 屋外のペットのスペ

ースはどのようなところかというところかと思う

んですけれども、避難所として最初に想定される

のが公民館というところだと思うんですけれども、

公民館を例にとって説明させていただきますと、

建物の脇というんですか、そういうところ、ある

いは、グラウンドの一部、こういったところをペ

ットのスペースとして確保したいというふうに考

えています。 

  また、屋根つきの場合というところでは、ペッ

トの大きさとか種類、こういったものにもよるか

と思いますけれども、軒下であるとか、自転車置

き場、こういったところを上手に活用できればと

いうふうに考えているところです。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 承知しました。わかりま

した。じゃ、よろしくお願いいたします。 

  では、続きまして、⑹の再質問をさせていただ

きます。 

  このマンホールトイレの設置につきましては、

星議員が昨年６月の定例会でも質問いたしました。

熊本地震のときとか、東日本大震災、避難所での

問題点として、必ずといっていいほど、上位に上

がってくるのがこのトイレの問題です。 

  特に悪臭の問題については、もう一番の避難所

での問題に上がってくるのかなと、そういう中で、

今、マンホールトイレが全国的に普及が進んでお

ります。 

  また、私のちょっと聞いた話ですけれども、別

に避難所ではないんですけれども、マンションを

売るときに、うちのマンションはマンホールトイ
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レも完備しているという、だから、災害のときに

は、当然災害のときのトイレも大丈夫だというよ

うな、そういうことをうたって売りにしているぐ

らい、今マンホールトイレにつきましては、本当

に災害のときに、もう本当の必需品であると今普

及しているんですが、再度お伺いしますけれども、

このマンホールトイレを設置するのか、改めてお

伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） このマンホールトイレに

つきましては、先ほどご答弁申し上げたように、

やはり簡易トイレ、仮設トイレで対応していきた

いというところであります。 

  去年星議員から質問を受けた中で、既存の避難

所の中のマンホールで使えるものがあるかどうか

というのも含めて、ちょっと調査したんですが、

なかなか構造的なものがあってすぐに使えないと

いうところと、それと、例えば流れているところ

に直接できればいいんですけれども、なかなかそ

ういう形じゃなくて、普通のマンホールにしたと

きにそれを流す水をセットで考えたときに、例え

ば公民館なり小中学校なりで水利という問題で井

戸なり、それからプールの水というところでセッ

トで考えたときに、断水におけるトイレ対策とい

うところでいうと、例えば水利を確保すれば、既

存の水洗トイレは利用できるわけで、その辺も含

めて断水時のトイレ対策というものを考えていき

たいと思っておりますので、先ほどご答弁したと

おり、ちょっとマンホールトイレについては、今

のところ整備という考えはございません。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） やはり昨年の星議員の答

弁に現在本市に簡易トイレは138基、避難所につ

いては53カ所、１カ所につきまして大体2.5ぐら

いですかね。 

  全部の避難所がいっぱい使うということは、そ

れこそそうなったら大変な災害ですけれども、１

カ所で大体2.5個ということで、本当に大災害に

なったときに、50、80、100クラスの避難をした

ときに、実際このトイレで、または、本当に最悪

の状態で水がとまったときに、トイレに関してこ

れは大丈夫なのかということをお聞きしたいんで

すが。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 大災害のとき、例えば断

水のときというところをちょっと想定しますと、

例えばマンホールトイレを仮に整備したとしても、

受け入れの下水道処理施設、あるいは下水管が損

傷すれば利用できないというのも一つあると思い

ます。 

  それと、マンホールによっては、水利を確保し

なければならないというマンホールがあったとき

には、やはりまずは井戸なりプールなりで水利を

確保すれば、先ほど申し上げたように既存の水洗

トイレが使えるわけですので、そういう意味でい

うと簡易トイレと併用して使っていきたいなとい

うふうに思っているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） やはり避難所に避難して

くる方はいろんな方がいます。当然一番最初に避

難してくるときに、避難行動要支援者とかの方も

避難をしてくると思います。 

  当然避難所には、全てが用意してはございませ

んし、和式のトイレもあるでしょうし、または、

仮設トイレを設置するとなっても、あの仮設トイ

レは当然洋式ではなく、洋式もありますけれども、

大体和式のほうが多かったりもすると思いますの

で、そう思うと、当然マンホールトイレについて



－236－ 

は、フラットで、なおかつそういうお年寄りの方、

高齢者の方も本当に使い勝手がすごくいいと思い

ます。 

  やはり、星議員の答弁のときに、大災害のとき

に水がとまる、そうすれば水がとまるぐらいだか

ら下水も当然何らかの障害が出るだろうというこ

とで、そうなったときにマンホールの意味がない

というような答弁がないので、やはり考えてはい

ないというんですけれども、実は、国交省の報告

によりますと、東日本大震災のとき、実は、この

下水管というのは、電気や水道などに比べて災害

に強いインフラで、施工時に耐震対策をしている

ほか、地中に埋まっているため、揺れの被害が受

けにくいということなんです。下水道は。 

  実際、東日本大震災のときで、管が外れたり、

液状化で泥が詰まったりして被害を受けた割合は、

全体の１％しかなかったということで、絶対では

ありませんけれども、仮に水道がとまったとして

も、下水についての管については大丈夫と。 

  水道についても、水道が使えないとしても、そ

ういう災害のときには、このトイレのときには、

やはりプールの水を使うかという形をとって、何

とか流すような形で、このマンホールトイレは、

ただトイレで、臭さだけだろうということで思う

かもしれないんですが、実は、トイレが汚かった

り、臭かったりすると、人は絶対にトイレに行か

なくなります。避難所で。 

  ましてや避難所ですからいろんな人がいますの

で、行かなくなってくる。トイレに行かないには

どうするかというと、まず水分を飲まない。トイ

レに行かないといけないから水分を減らす。 

  もう水分を控えると、当然そのまま脱水症状を

起こす。エコノミー症候群にすごくかかりやすく

なると。 

  熊本地震のときでも、このエコノミー症候群の

多発が問題になったと、これもやはりトイレに行

くのを拒み、水分をとるのを控えて、それによっ

て血液の流れが悪くなって脳梗塞や心筋梗塞が起

こってしまった。 

  ですから、せっかく避難をしてきて、そして、

避難所へ来て、そして、実は、このトイレによっ

て逆に今度ぐあいが悪くなって健康を害してしま

っては元も子もなくなってしまう。 

  そういうことも考えながら、全国的には、やっ

ぱりこのマンホールトイレの本当に重要性、被災

地の重要性というものを考慮して、やはり全国で

これは普及しているのかなと私は思います。 

  いろいろ設置的なものも実際にあると思います。

全てのところに設置、できることならば全ての避

難所にマンホールトイレがあれば一番安心できる

と思いますけれども、予算もありますし、補助金

が出るとはいっても予算もある関係もあると思い

ますので、もう一度検討して、本当にこのマンホ

ールトイレの被災地の大切さ、トイレの本当に悪

臭によって害をしていくということも考えながら、

どこか１カ所でもいいですので、もう一度検討し

ていただいて、このマンホールトイレを考えてい

ただければと思いますので、どうかよろしくお願

いをしたいと思います。 

  続きまして、⑺の再質問に移ります。 

  障害者用のベッドを用意する予定はないという

ことなんですが、やはりこういうものを当然用意

する予定はないということでよろしいでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほどお答え申し上げた

ように、まずは不自由な方、認知症の方、53の指

定避難場所、例えば小中学校とか、体育館の１階、

そのときに集まったときに、その方の状態を判断

して、先ほど申し上げたように、協定を結んでい
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る福祉施設に搬送する、そういう流れになるかと

思うんですが、ただ、その中で、指定避難場所の

ほかに地域福祉避難所、まず畳のあるところとい

うところ、あるいは、拠点福祉避難所という段階

的な避難所の種別をしてございますので、その中

でいろんな障害を持った方、不自由な方というの

をその状態によって避難所に振り分けると、そう

いう形を考えているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） その福祉避難所なり、避

難所には、例えば自家発電は整備されているのか

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） ちょっと民間の福祉の避

難所はちょっとわかりませんけれども、公民館に

は自家発電機というのは備蓄というか、配置をし

ているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 大体全部の公民館のほう

の避難所には、大体発電機が用意されているとい

うことでよろしいんでしょうか。大変ありがとう

ございます。 

  やはり私もちょっと思いまして、いろんな方が

避難所に来る。 

  実は、人工呼吸器をつけている方がもし避難を

されてきたら、当然のことながら、一番最初の避

難ですから、要支援になります。だから、地域防

災の方が手助けをして避難所へ連れてくる。 

  実は、人工呼吸器をつけている、人工呼吸器と

いうのは、やはりバッテリーで、電気で呼吸を送

っているものですから、いろんな状況で、最悪の

ときにやっぱり電気というものを、停電になった

ときに確保というのは、もうやはり大切になるな

と思いまして、今質問させていただいたんですが、

一応公民館等には、福祉避難所の公民館等には、

一応完備しているということで安心をいたしまし

た。 

  続きまして、⑻、⑼は関連をしておりますので、

合わせて再質問をさせていただきます。 

  大規模災害発生時に、市の職員も一斉に災害の

対応に追われると思われますが、その場合でも避

難所はしっかりと運営できるのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、災害発生

時の避難所の運営ということでお答えいたします。 

  市では、避難所を公民館単位の15エリアに分け

まして、あらかじめ保健福祉部と子ども未来部の

職員を中心に10名前後配置しております。 

  おのおのの避難所の職員については、連絡網の

整備もしてございますので、こういった場合には、

円滑に避難所が開設、運営できる体制ということ

で整えてございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  それでは、避難所なんですが、開設するときに

は、当然のことながら対策本部からの指示で避難

所を開けることになるとは思いますけれども、こ

の避難所を開設する場合、公民館等の鍵なんです

けれども、開ける体制はしっかりと組んでおられ

るのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、鍵開けの

体制ということでお答えいたします。 

  鍵につきましては、公民館とか学校とかいろい

ろありますが、そこの施設管理者の方と、もう一

人の職員、２人鍵を所有しておりまして、災害の
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場合は、どちらかの方が施設に向かって速やかに

鍵を開けるという体制を整えております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 15公民館のエリアごとに

避難所担当職員としてあらかじめ割り当てている

ということですけれども、例えば人事異動がござ

います。この人事異動があった場合の対応はでき

ているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、人事異動

の対応ということですが、人事異動、毎年３月に

内示が出ます。内示が出ましてから速やかに配置

がえを行って、有事の際に備えるというような体

制を整えております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 最後に、避難所担当職員

は、避難所でどのような役割を果たすのかお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、避難所の

担当職員の役割ということでお答えいたします。 

  避難所の担当職員がまず避難所に着きましたら、

まず初めにしますことは、その避難所が安全なの

かどうかということをまず確認いたします。 

  安全だということで確認ができましたら、避難

者の受け入れを行います。受け入れを行う際には、

避難された方のお名前、年齢、住所などの聞き取

りをいたしまして名簿をつくります。 

  名簿をつくりまして、次に、避難している方の

健康状態の把握を行いまして、あとは避難者のニ

ーズの把握などいろいろ食料が欲しいとか、いろ

いろ要望がございますが、そういったニーズを把

握しまして、そういったものを災害本部へ情報を

報告いたしまして、災害の規模とかそういった災

害のこれからの状況とか、避難者の方はよくわか

りませんので、そういったことを説明いたしまし

て、避難所の安心・安全な運営に努める体制を整

えております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  避難所へ来られる方は、いろいろとパニクって

おりますし、自主防災組織のメンバーであっても、

やはりどちらかというと素人ですので、いろんな

中で動揺していると思うので、ぜひ市の職員の適

切な判断によって、そして、混乱のない避難所の

運営をよろしくお願いしたいと思います。 

  以上を申し上げて１つ目の質問を締めさせてい

ただきます。 

  続きまして、２番、永続的な墓地管理の仕組み

の構築について。 

  従来日本のお墓に対する考え方は、家族や血縁

者が一つのお墓に入り、それを代々受け継いでい

くのが一般的でした。 

  しかし、1990年以降、家族形態が多様化してい

ます。これからは核家族や少子高齢化で子孫が絶

えたり、子が遠方に定住したりして、いわゆる墓

守がいない墓もふえてくると思います。単身世帯

の跡継ぎが遠方にいる人の中には、将来、自分や

先祖の遺骨がどうなるかという不安を抱えている

人も少なくありません。 

  また、今は、家や地域で支え合いながら墓地の

維持管理を行っていても、超高齢化、人口減少社

会が進展する中、未来永劫、現在の形で墓地を守

っていくことが難しくなることも考えられます。

先祖供養をしたくてもできない人のかわりに、地

域がその墓地を守り供養するという、単に営利目

的ではない永続的な墓地管理の仕組みを構築して

いく必要があると思うことから以下の点について
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お伺いをいたします。 

  ⑴本市の市営、市有墓地の現状についてお伺い

をします。 

  ⑵市営墓地の管理料の未徴収は何件あるのかお

伺いをいたします。 

  ⑶市営、市有墓地で直近10年間で墓じまいをさ

れた件数をお伺いします。 

  ⑷墓守がいない、または墓守ができない墓に、

本市は今後どのように対応していくのかお伺いを

いたします。 

  ⑸核家族化、少子化などにより継承者のいない

無縁墓が増加することを見込んで、本市としての

墓地行政の今後のあり方をお伺いいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 星野健二議員の質問に順次お

答えをしてまいります。 

  ２の永続的な墓地管理の仕組みの構築について

ということでございます。 

  初めに、⑴の本市の市営、市有墓地の現状につ

いてお答えをいたします。 

  いわゆる市営墓地につきましては、市が造成し

たもので、施設数は西那須野地区に２カ所、塩原

地区に１カ所の合計３カ所で、総区画数は1,433

ございます。 

  使用料及び管理料を徴収している状況にござい

ます。 

  一方、市有墓地につきましては、西那須野地区

にあった共同墓地で、昭和30年代から40年代まで

に旧西那須野町に管理を移管されたものであり、

施設数は８カ所で、総区画数は1,744でございま

す。 

  使用料は徴収しておりますが、管理料は徴収し

ておりません。 

  次に、⑵の市営墓地の管理料の未徴収は何件あ

るのかについてお答えをいたします。 

  現在、管理料を徴収している墓地は、市営墓地

である赤田霊園１号及び２号墓地、塩原温泉さく

ら公園墓地の３カ所であります。 

  収納率は、平成26年度以降100％となっており、

現在管理料の未徴収はございません。 

  次に、⑶の市営、市有墓地で直近10年間墓じま

いをされた件数についてお答えをいたします。 

  市営及び市有墓地において、平成20年度から平

成29年度までの10年間で改葬し、返還された区画

の件数につきましては20件となっております。 

  次に、⑷の墓守がいない、または墓守ができな

い墓に、本市は今後どのように対応していくのか

についてお答えをいたします。 

  現在、市営墓地、または市有墓地の使用者が市

外在住の場合は、使用者に市内在住の方を代理人

に指定をしていただき、区画の維持管理を行って

いただいております。 

  代理人が指定できない場合には、自己の責任に

より区画の維持管理を行う旨の申立書を提出いた

だいてだいております。 

  維持管理が不適切な区画については、使用者へ

の適切な維持管理を行うようお願いをしていると

ころでございます。 

  今後も同様の対応をしてまいりたいと考えてお

ります。 

  最後に、⑸の核家族化、少子化などにより継承

者のいない無縁墓が増加することを見込んでの本

市としての墓地行政の今後のあり方についてお答

えをいたします。 

  使用者が不明となった区画につきましては、使

用者を探している旨の看板を区画に設置し、使用

者からの連絡を求めております。 
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  墓地行政のあり方につきましては、他市町の状

況や最新の墓地を取り巻く情勢について情報収集

を行い、総合的に検討をしてまいりたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ありがとうございました。 

  ⑴から⑵までは関連していますので、一括して

再質問をさせていただきます。 

  初めに、20件の返還理由がわかればお伺いをい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 20件の内訳といいま

すか、内容だと思うんですけれども、未使用のも

のが多く返還されているというところですけれど

も、中には改葬をして別の場所に遺骨等を移転し

てというんですか、そういう形で返されたものも

あります。それで合計20件ということです。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 続きまして、現在市営、

市有墓地の使用者で、市外在住や高齢者などから

維持管理ができないことで代理人を立てている方

はいるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 現在、実際の使用者

が維持管理等に困っているという方の人数かとい

うふうに思いますけれども、実際に困っている方

もいらっしゃるというふうには聞いておりますけ

れども、その困っている方が何人いるかというも

のについては把握してございません。 

  ただ、現在のところ全使用者のうち488人、こ

ちらが市内に住所のない方、市外に移転したり、

市外の方でお墓を求めたりという方ですので、そ

ういう方が中心に困っている方イコールの人数で

はないと思うんですけれども、市外の住所でお墓

を使用しているという方が488名ということです。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 相談もあったということ

でありますので、近年、終活への関心が非常に高

くなってきておりますが、具体的に墓守や墓じま

いなどの相談があったのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 実際に相談があった

のかということですけれども、相談もきておりま

す。 

  先ほどの答弁で、少し訂正ですけれども、代理

人を立てている方の人数ということでしたので、

それについても、数については把握していないと

いう状況でございます。失礼しました。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） やはりどこの自治体も墓

守については、大変困っている方もいて墓じまい

もしていると。 

  実は、この質問、私も実はその１人でありまし

て、自分の息子も千葉のほうにいるものですから、

いつ帰ってくるかわからないですし、帰ってこな

ければ私たちの代で終わってしまうのかなという

ことで、質問しながら当の本人もそれに当たって

いることですので、本当に墓守については、いろ

んなところで大変なのかなと、困っているのかな

というふうには思っております。 

  本来墓地を持つ家は、故人を敬い、あるいは先

祖とのつながりを確認することで、また、お盆や

命日、そしてお彼岸にお墓参りすることは日本の

一つの文化であると思います。 

  今後、墓守ができない墓は多くなってくると思

われるし、今も墓守に困っている方もいると思い
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ます。 

  実は、皆様もご存じのように隣の大田原では、

墓の代行サービスを始めました。当然、高齢者、

遠方に移住した人にかわって、清掃や墓参りを行

うサービスの事業を福祉協議会が４月から始めた

と、本当にすばらしい事業だなと思ったんですが、

ひきこもりや障害などの理由で仕事についていな

い人に清掃を担ってもらうことで墓地問題の解決

と就労支援との一石二鳥を狙うということで、本

当に一石二鳥のいい事業だなと私も思っていまし

た。 

  そのほかにですけれども、全国には、自治体で

シルバー人材センターを使って墓守をしてもらっ

ているところもありますし、墓守代行をふるさと

納税の返礼品としている自治体が2016年までに

100以上あるといわれております。 

  このように、単に墓守サービスをするのではな

くて、高齢者の新たな就業の場やソーシャルファ

ームなどの視野を入れながら市民サービスの一つ

として行政が墓守を行っていってはどうかと思い

ますが、本市の所見をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 墓守の代行サービス

というところかと思いますけれども、現在、市の

ほうとしては、原則的には使用者に管理をお願い

しているというところですけれども、確認したと

ころ、シルバー人材センター、こういったところ

で市のほうから紹介して代行ができるということ

は確認をしております。 

  また、社会福祉協議会、こういったところも今

後大田原市でも実施しているということもありま

すので、検討していくというか、研究してまいり

たいというふうに考えております。 

  それから、ふるさと納税、そういったことの手

法でやっているほかの自治体もあるということで

すので、いろいろな手法をあわせて、これからは

検討していかなくちゃいけないというふうに考え

ているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） どうかよろしくお願いを

いたします。 

  墓守がおられないということは、その次に待っ

ているのは、当然墓じまいというのはもう目に見

えていますので、どうか少しでも既存の中で墓守

を行政がしていただければ大変にいいのかなとは

思います。 

  続きまして、先日、相馬剛議員の答弁の中で、

市有墓地の６カ所の調査が完了いたしまして、

1,380のうち1,240は確認ができたと、残りの10％

が使用者不明であるし、一応調査中ということで

答弁がございましたけれども、これは市営、市有

墓地に限らず、寺や宗教法人でも同じような現象

が少なからずともあると思います。 

  今後は、空き家もふえてくることが予想されま

す。当然、空き家がふえるということは、そこに

住んでいた方の墓もあるということですし、墓守

がいない無縁墓もふえてくるのは必然でございま

す。 

  本市は、この無縁墓をさせないための対策は何

かとっているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 無縁墓に対する対策

は市でとっているのかということですけれども、

今現在、無縁墓に対する対策、具体的な対策とい

うものはとっていない、考えていないという状況

かと思います。 

  ただ、議員おっしゃいますように、今後は、そ

ういったことも想定できるということもございま
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すので、それについても今後検討していかなけれ

ばいけないというふうに考えているというところ

でございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、対策よろしく

お願いをいたします。 

  そちらはそれとして対策なんですけれども、こ

のお墓の問題に関しましては、昨年櫻田議員も質

問いたしまして、私も賛成できるところではある

と思います。 

  これからの家族形態の多様化や市民ニーズを考

え、行政が永続的に墓地管理を行っていくには、

今のような区画で使用するのではなくて、いわゆ

る合同墓というような墓地を今後考えてはどうか

と思いますが、本市の所見をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 合同墓について考え

てみてはどうかということでのご質問かと思いま

すけれども、それについても、ほかの自治体にお

きまして、そういった例ももう見受けられます。 

  議員おっしゃいましたように、今後は、そうい

ったことに対しても何らかの対応、こういったも

のが必要になるかと思いますので、先日相馬議員

のほうにもお答えしましたけれども、一度、25年

度にアンケート調査は行っておりますが、今後、

そういったニーズにも応えられるような調査項目

も含めて、改めてアンケート調査、こういったも

のを実施して、それをもとに検討を進めてまいり

たいと、このように考えております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 先ほども櫻田議員も言っ

ていましたので、スピード感を持ってこのアンケ

ートをやっていただきたいと思います。 

  私もそのとおりでございますので、どうかよろ

しくお願いをいたします。 

  もし市単独でそういった合同墓を設けるのが大

変であれば、例えば広域で隣の近隣の市町村と協

力をしながら広域的に考えていった合同墓という

ものもいいのではないかなというふうに私は思っ

ております。 

  近年は核家族化、少子化などでお葬式の形式も

変わり、家族葬で行うことも多くなってきていま

す。墓に対しても先祖代々の墓ではなく、故人や

家族の墓を志向することが強くなってきていると

言われております。 

  市民ニーズに合った墓をどう提供していけるの

かといった視点が今後墓地行政に求められると思

います。 

  墓地は、故人が生きてきた証を残す場所として、

また家族との絆や故人の存在を確認する場所とし

て重要な機能を有します。 

  市民の生涯を通した安心を実現するために前向

きに検討していただくことを切に願って私の一般

質問を終わります。 

○議長（君島一郎議員） 以上で４番、星野健二議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時０７分 

 

再開 午後 ３時１７分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 森 本 彰 伸 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、６番、森本彰伸議
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員。 

○６番（森本彰伸議員） 議席番号６番、那須塩原

クラブ、森本彰伸、通告書に基づき市政一般質問

を行わせていただきます。 

  １、マイナンバーカードの推進と活用について。 

  平成25年５月24日に「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

いわゆるマイナンバー法が誕生しました。 

  平成28年１月以降、国や自治体などは、保有し

ている個人情報にマイナンバーを紐づけて管理す

ることが義務づけられました。予定どおり制度は

スタートしましたが、制度のトラブルや制度の周

知不足などもあり、住民からの理解も進まず、通

知を受けてもマイナンバーカードを交付申請しな

い住民が多いのが現状です。 

  しかし、マイナンバー制度の成立意義は大きく、

今後の行政サービス、さらには民間サービスをも

大きく変える可能性があると言われています。 

  先日、厚生労働省は、2020年からマイナンバー

カードを保険証としても使えるようにすると発表

しました。 

  住民へよりよい行政サービスを提供し、生活の

向上を図るためにも、マイナンバーカードの普及

を推進していくことが欠かせないと考え、以下の

ことについてお伺いします。 

  ⑴マイナンバー制度への本市の考え方をお伺い

します。 

  ⑵マイナンバーカードを持つことの利用者のメ

リットをどのように考えるかお伺いします。 

  ⑶今後のマイナンバーカード活用の行政上のメ

リットとこれからの可能性をどのように考えるの

かお伺いします。 

  ⑷マイナンバーカードは個人情報の保護の観点

などから危険性を問われてもいますが、セキュリ

ティー対策をどのようにとっているのかお伺いし

ます。 

  ⑸マイナンバーカードの普及推進のためにどの

ようなことをしているのか、さらに今後どのよう

に推進していくのかをお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 森本彰伸議員のマイナンバー

カードの推進と活用についてのご質問に順次お答

えをしてまいります。 

  初めに、⑴のマイナンバー制度への本市の考え

方、⑵の利用者のメリット、⑶の行政上のメリッ

トとこれからの可能性については関連がございま

すので、一括してお答えをいたします。 

  マイナンバー制度は、公平・公正な社会の実現、

国民の利便性の向上、行政の効率化の３つを目的

として導入された社会基盤であると認識をしてお

ります。 

  利用者の主なメリットとしては、行政手続を行

う際の利便性の向上が挙げられ、児童手当の申請

などにおいて必要となる課税証明書や住民票の写

しといった書類の添付が不要になることでござい

ます。 

  行政上の主なメリットとしては、一定の事務に

ついてマイナンバーによる情報連携ができるため、

事務が効率化されることであります。 

  これらの可能性といたしましては、マイナンバ

ーカードのＩＣチップの空きスペースの活用が挙

げられます。 

  活用事例といたしましては、図書館を初めとす

る公共施設の利用者カードの一元化や電子申請等

の取り組みが一部の自治体で始まっているほか、

クレジットカードのポイントやマイレージの活用

など民間の事業所との連携についても検討が進め
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られております。 

  市といたしましても、利用者の利便性や導入の

効果を勘案し、電子申請等に活用していく予定で

ございます。 

  次に、⑷のセキュリティー対策についてお答え

をいたします。 

  マイナンバーにつきましては、法令で定められ

た一定の事務についてのみ利用することができる

もので、不正に対しては厳しい罰則が科せられる

こととなっております。 

  システム面においても、個人情報は分散管理さ

れているため、漏えい時のリスクが軽減されてい

るとともに、通信の際には暗号化を行い、セキュ

リティーを高めているところでございます。 

  市におきましても、マイナンバーを扱うシステ

ムと外部インターネットに接続するシステムを分

離し、システムの強靭化、セキュリティーの向上

を図っているところであります。 

  最後に、⑸のマイナンバーカードの普及推進の

ためどのようなことをしているのか、さらに今後

どのように推進していくのかについてお答えをい

たします。 

  現在、マイナンバーカードを利用して住民票や

印鑑証明書、所得証明書等のコンビニ交付を行っ

ているほか、６月からは児童手当の現況届等にも

運用の拡大を図ったところであります。 

  今後は、保育園の入園や児童手当の認定等の電

子申請にも利用を拡大し、市民の利便性の向上と

マイナンバーカードの普及促進を図ってまいりた

いと考えております。 

  以上で答弁といたします。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） ご答弁にありましたよう

に、⑴から⑶までというのは関連していますので、

再質問のほうも⑴から⑶に関しましては一括して

再質問させていただきたいというふうに思います。 

  マイナンバーカードのメリットという部分なん

ですけれども、まず、マイナンバー制度として、

マイナンバーがあることによって受けられるメリ

ットというのはまずあって、そして、さらにマイ

ナンバーカードを持つことによって得るメリット

というのはあるかと思うんですけれども、ご答弁

にありましたような、例えば児童手当の申請のと

きなどの住民票だとか税証明の添付が不要になる

なんていうことは、これは、カードがなくてもで

きることなのか、それとも、これはカードを持っ

ていないとだめなことなのか、ちょっと教えてい

ただきたいんですけれども。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 児童手当等の所得

証明と、カードを持っていないとできないのかと

いうことですけれども、カードがなくてもこちら

はとれます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そういう意味で、もう一

つ、カードを持つことによって、実際持っている

ことで住民が得られる大きなメリットなどがあれ

ばご説明いただきたいんですが、いかがでしょう

か。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） カードを持っていること

での代表的なメリットといたしましては、写真つ

きの身分証明書として利用ができるというところ

が大きいかなと。 

  特に、これから増加が見込まれます免許を返納

された方などは、これがあると身分証明書に利用

できるというところがあるかと思います。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 
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○６番（森本彰伸議員） そうですね、マイナンバ

ーカードは、いろいろな可能性がありまして、こ

れからそのメリットというのがどんどんふえてく

るものであるのかなというふうに感じております。 

  今のところそういう身分証明書になることであ

ったりとか、私なんかは、先日、住民票とか出す

のにコンビニで出せたりとか、そういったことな

どもあるんですけれども、いろんなメリットがあ

ります。 

  実際、これが普及してくることによって、多く

の方が受けることによって、行政サービスも向上

していくし、市民というのもメリットがふえてい

くのかなというふうに感じているところではあり

ますけれども、マイナンバーカードのメリットの

一つとして、マイナポータルというシステムがあ

ります。 

  マイナンバーカードを持っていることによって、

個人認証をすることによって、個人情報であった

りとか、行政からの通知、プッシュサービスとい

うんですけれども、行政からサービスを受けてい

るようなマイナポータルというシステムがあるん

ですけれども、そんなようなシステムを本市とし

て活用している例、または活用する予定などはあ

るのかお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） マイナポータルの活用と

いうことでございますが、先ほど市長の答弁で申

し上げましたように、児童手当の現況届が今月か

ら利用可能という形になっておりまして、さらに

今後、こちらのほう、児童手当の認定であったり、

その他、時期的には若干ずれますが、予定されて

いる業務といたしましては、児童扶養手当、その

ほか妊娠の届け出であるとか、そういったところ

を活用していきたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そうしますと、児童手当

の申請などの際には、パソコンにカードリーダー

をつないでマイナンバーカードを置くことによっ

て、役所に来なくて申請ができるような体制が整

ったということでよろしいでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） マイナポータルに既に接

続をし、環境が今整ってきているという状況にご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そういったサービスがど

んどん普及していくと、マイナンバーというもの

を持つことのメリットというものを住民も感じる

ようになり、使っていくことになるのかなという

ふうな感じはします。 

  私も確定申告のときなどには、ｅ－Ｔａｘなど

でマイナンバーカードを使って申告をさせていた

だいておりますけれども、やはり税務署へ行って

並ぶとか、そういうことを考えると、大変利便性

の高いものであるというふうに私も感じておりま

す。 

  マイナンバーカードには、ＩＣチップの空きス

ペースというものがありまして、それを使った図

書カードであったり、先ほど答弁でもありました

けれども、図書カードや公共施設の利用カードと

いうものが使えるということがあるんですけれど

も、本市ではまだ図書カードも公共施設での共通

のカードといったものというのもマイナンバーカ

ードを利用していないのかなというふうに感じて

いるんですけれども、もしないのであれば、その

理由をお伺いしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 
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○企画部長（藤田一彦） おっしゃるとおり、本市

では、図書館の利用者カードはまだご利用いただ

けない従来のアナログのカードを使っております。 

  どこかの段階で切りかえるということになるん

だと思うんですが、現時点で一元化をすることに

なりますと、やはり既に多くのカードが使われて

いる中で移行するとなりますと、実際にはなかな

か一遍に皆さんがカードを切りかえていくという

状況にはちょっとまだないのかなというところで、

かえってデメリットが出てしまうところを気にし

て現在の状況になっていることが一つ。 

  それから、全体としてマイナンバーカードの交

付率がまだ低調であると、そこの部分については、

鶏と卵みたいな関係にはなるかと思うんですが、

そういった状況を見て現状にあるということでご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） このサービスに関してい

えば、多分普及率が高くなくてもできるのかなと

いう気が、私はちょっとしていまして、使ってい

る人が使いやすいという意味では、マイナンバー

カードを取得した人から便利なサービスを受けら

れるという状態でも、もちろん既存のアナログの

カードを使えなくしてしまうというのであっては

いけないかと思うんですけれども、マイナンバー

カードを使うことで、ＩＣチップの空き容量を使

って図書カードだったりとか、公共施設で使うこ

とができるようになれば、例えば可能性としてで

すけれども、先ほど言ったようなパソコンにつな

いで認証を取れば、自分がどんな本を今まで読ん

できたかという履歴なども確認できたりとか、そ

れとか、例えば公共施設で利用した履歴であった

りとか、そういったことを自分でも確認できると

いう大きなメリットがあるのかなというふうに考

えますので、ぜひ普及を待つのではなくて、より

よいサービスを提供することによって普及を広げ

るという考え方も持っていただけるとマイナンバ

ーカードの広がりというものにもつながるのでは

ないかというふうに感じていますので、よろしく

お願いしたいなというふうに思います。 

  それと、マイナンバーカードの可能性として言

われているものの一つとして、マイナンバーカー

ドは、災害発生時における避難状況の把握などに

も利用できると言われています。 

  本市において活用状況、または検討状況などを

お伺いできますでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 災害発生時における避難

状況把握にというご質問でございます。 

  現在、本市においては、カードは活用しており

ません。ただ、このカードを活用したメリットと

しては、例えば避難所における受付が迅速、スム

ーズに運ぶというところはもちろんですけれども、

特に広域的な災害においては、例えば市外とか県

外からの避難者の情報も把握できますので、ほか

の自治体とのやりとりも迅速にできるということ

で、かなり、非常に効果的なものだというふうに

は認識しております。 

  ただ、現実的に、検討というところに入ります

と、例えば53の指定避難所に、先ほどおっしゃっ

たカードリーダーを設置する、同時にそこを全部

オンラインで結ぶと、そういう設備投資が必要に

なってくるというのが一つあります。 

  それから、実際に災害に遭って避難してきた方

がマイナンバーカードを持って避難していただけ

るかという、そこのところが一番大切なところだ

と思うんです。その辺のところをどうしていくか

というところがあると思います。 

  これらのことから、具体的な検討というところ
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には至っていませんけれども、今後研究はしてま

いりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） このことに関しましては、

恐らく周辺自治体との連携という部分もあると思

うんです。 

  よその地域から来た人がマイナンバーカードを

そこでかざして、私は無事にここにいます。那須

塩原市に今いますということを他市から来て避難

した人たちも伝えることができるということもあ

りますし、これに関しては、全国的なつながりと

いうものも必要になってきて、本市だけで進める

ことではないのかもしれませんけれども、災害の

ときというのは、やはり命にかかわること、その

命にかかわるプラス、命にかかわって助かってい

る、けがしている、例えば病院にいますとか、そ

ういう情報を家族だったりとかが得ることもでき

るということにもつながってくるサービス、シス

テムだと思いますので、全国とのつながりの関係

を考えた上で、ぜひ検討、研究を続けていってい

ただきたいなというふうに考えます。 

  もう一つ、このマイナンバーカードが民間事業

所でも利用されるようになってきている。県内だ

とＴＫＣさんなんかが総務大臣の認定を受けて、

マイナンバーの活用を初めているかと思うんです

けれども、そういった民間事業者でマイナンバー

を利用しているということは、どのぐらい把握し

ているのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） マイナンバーカードとい

いますか、カードのＩＣチップの空き、電子証明

書について公的個人認証サービスとして大臣の認

定を受けた事業者というところかと思いますが、

現在、事業者数としては12社認定を受けておりま

す。 

  どんな形だということになりますと、例えば証

券会社さんがオンラインでの証券口座の開設であ

ったり、金融機関さんが住宅ローンのオンライン

契約であったり、それから、日本医師会さんなん

かも認定を受けているというようなところでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そうですね。そうやって

民間のほうにも少しずつではありますが広がりつ

つあるところがあります。 

  まずはメリットの部分では、そういう民間でも

使ってもらえると広がっていくのかなというふう

に思いますので、その辺のプロモーション的な部

分というのも、例えば市内の企業などに行ってい

くということもあってもいいのかなというふうに

考えますので、ぜひその辺のところも考えていっ

ていただけたらなというふうに考えております。 

  このシステムで私がちょっと大きく期待する部

分の一つとして、医療機関であったりとか、介護

事業所、そして行政機関、そして住民が情報を大

変高いセキュリティーのもとで共有できるという

ことがあります。 

  私、３月の定例会のときに質問させていただい

た地域包括ケアシステムというものの構築に当た

っても、医療機関、介護事業所、そして行政、住

民とかが一元した情報管理をすることができるこ

とによって、介護サービス、医療サービスが大変

高いレベルで行うことができる。 

  一つこの大きなメリットとして、カード認証す

ることができるということで、利用者、住民がみ

ずからパソコンにカードをつないで、自分で、例

えば血圧であったりとか体重などを自分で打ち込

んで管理することができるんです。 

  そして、例えば私のようなメタボリックシンド
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ローム的なものを予防することに役立てたりとか、

そういうこともできるシステムになっております。 

  例えば京都市では、ポケットカルテということ

を、先進事例ですけれども、行っておりまして、

投薬の履歴であったりとか、それとか、医療機関

の受診記録、そういったものまでマイナンバーの

システムの中で管理することができて、例えば救

急車で緊急搬送されたときなどには、その後の医

療サービスを受けるときに役立っているなんてい

うこともございます。 

  それとか、あとは、前橋市では、母子健康情報

サービスというものをマイナンバーカードで管理

していて、子どもの予防接種の履歴、それとか、

予防接種を打つべき時期を行政のほうからプッシ

ュサービスで、その母親に対してスマートフォン

であったりとか、パソコンのほうに「そろそろ予

防接種の時期ですよ」というようなことを送って

くれるそうなんです。そういったサービスを前橋

市のほうでは試験的に初めているという事例もあ

ります。 

  そういった先進事例を学んで、ぜひ本市でも先

進的なマイナンバーカードの活用というものを進

めることによって、住民のマイナンバーカードの

申請率というものを上げていっていただけたらい

いのかななんていうふうに感じております。 

  続きまして、⑷のセキュリティーのこと、マイ

ナンバーカードは、個人情報保護の観点などから

セキュリティーの問題があるというふうに言われ

ている部分があります。 

  ちょうど１年前になるんですけれども、本市で

市民税・県民税特別徴収税額決定通知書が１人分

について本人の勤務先とは異なる事業所に誤送付

されてしまったということがありました。 

  個人情報の漏えいはなかったと理解しています

が、このようなことはあってはならないことであ

ると思います。 

  そのマイナンバー制度に伴う個人情報の漏えい

はないと確認させていただきたいのですが、間違

いないのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） そのとおりでございまし

て、ございません。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） マイナンバーカードシス

テム、大変強固なセキュリティーシステムがござ

います。ですが、問題が起きるとすれば、それは

人的ミスということが多いのかなというふうに思

います。 

  昨年、再発防止の説明は、この議会の中でも聞

かせていただいたんですけれども、改めて再発防

止の取り組みについてご説明いただきたいと思い

ます。お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 再発防止の取り組みとい

たしましては、昨年ご報告申し上げましたけれど

も、複数人での確認作業、これを徹底いたしまし

て、防止の強化を図ってきたところでございます。 

  それとあわせまして、全職員に対しまして、個

人情報の管理、徹底というところで注意喚起を行

ったところでございます。 

  また、国においては、平成30年１月１日付で地

方税法の施行規則が改正になりまして、特別徴収

税額の決定通知書を事業所に送付する場合に当分

の間マイナンバーは記載しないこととなりまして、

30年度分の通知書からはマイナンバーの記載はな

くなったところでございます。 

  個人情報の漏えいというのはあってはならない

ことでありますので、今後もより一層チェック体
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制を強化して、再発防止に努めてまいりたいと考

えております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） 先ほども申し上げました

が、やはりどんなにセキュリティーの高いもので

あっても、やはり人的ミスというのは一番怖いも

のであります。 

  例えば便利なもの、例えば車なんかでも人がミ

スをすればあんな便利なものでも人の人生、財産

を奪うことがあります。どんなものでも、どんな

便利なものでも、やはり人的ミスというものが一

番恐ろしいところなのかなというふうに思います。 

  ただ、どんなに、確かに人的ミスは怖いといっ

ても、それによって便利なものを拒絶するという

ことになってしまっては、住民サービスの低下で

あったりとか、行政サービスの向上を図れないと

いったことがあるのかなというふうに私は感じて

おります。 

  すばらしいものができたのであれば、それを安

全に、的確に運用していくということがやはり必

要であると私は考えております。 

  ぜひセキュリティーという部分でも、個人情報

の漏えいも含めまして、しっかり行っていただく

ことによって、人的ミスというものをダブルチェ

ック、トリプルチェックをしてなくしていってい

ただくというふうにお願いしたいというふうに考

えます。 

  続きまして、マイナンバーカード普及促進のた

めにどのようなことをしているのか、さらに今後

どのように推進していくのかということをお伺い

しましたが、いろんな便利な機能、メリットをＰ

Ｒしていくということも一つではあるというふう

には思うんですけれども、同時に、どういうふう

なプロモーションの仕方をしていくのかというこ

とがあると思います。 

  例えば市内の事業所などで新入社員の方にマイ

ナンバーカードを取得するように勧めてもらうよ

うにお話をするなど、そういった具体的にマイナ

ンバーカードを持っていただくための施策という

ことは行っているのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） マイナンバーカードを持

っていただくためのプロモーション、マイナンバ

ーキャンペーン的な具体的なものはあるかという

ご質問かと思うんですが、本市で現在のところキ

ャンペーン的な形での取り組みはございません。 

  マイナンバーの普及促進のために手続期間が平

成29年まで行っておりました申請手数料のところ

ですが、そちらのほうは２年間延長したというよ

うなところが具体的な取り組みで、プロモーショ

ンについては、今後先進事例等も参考にさせてい

ただきながら研究をしてまいりたいと考えており

ます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） マイナンバーカードとい

うのは、実はゼロ歳から持てるカードでして、多

分一般住民の方は、いつ持ったらいいんだろうと

いうのもちょっとわからないところなのかなと思

うんです。 

  小さい子どもは要らないのかなとか、大人にな

っていろんな行政手続をするようになってから必

要なものなのかなとか、住民はちょっと余りよく

わからないところがあると思うんですけれども、

市としては、住民、市民に対してどのようなタイ

ミングで、何歳ぐらいとかでこのマイナンバーカ

ードを持ってもらいたいというふうな考えがある

のかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 
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○企画部長（藤田一彦） 現段階で何歳になったら

持っていただきたいという具体的な考えはござい

ません。 

  現段階では、やはりメリット・デメリットがご

ざいますので、それぞれお持ちになる方の考え方

が尊重されるものではないかなというふうに考え

ております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） ある先進事例ではあるん

ですけれども、成人式の場に証明写真を撮る機械

を設置して、あと申請書を書くための台を用意し

て、写真を撮って、申請を成人式の場でやっても

らう、または、写真を渡して、申請書を渡して、

お家に帰って考えてもらうというようなことをし

ているところがあるんですけれども、成人式など、

そういうタイミングをＰＲの場所にするという考

えに関しては、どうのようにお考えになるか、お

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 成人式の場で写真を撮っ

て、ちょうどタイミングとしてはうまいことやっ

たなというか、いいタイミングなのかなというの

は感じます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） 私もそのように感じまし

た。 

  先進事例をいろいろ見てみますと、例えば高校

で生徒に対してそういったＰＲをする場を持つと

か、あとは郵便局、これは前橋市だと思ったんで

すけれども、郵便局でカードリーダーを置いて、

マイナポータル的なそういうサービスを自宅じゃ

なくてパソコンでできるような場所をつくって、

デモンストレーションじゃないですけれども、そ

ういうのが市民の前で、それをそこに置いてやる

というのはどうかという別の問題ではあるんです

けれども、そういった取り組みもしているという

例もありますので、いろんな方法があると思うん

です。ぜひ先進事例と調べると結構ホームページ

が出てきますので、ただ、メリット・デメリット

ということを話しするのだけではなくて、それを、

こういうメリットがあるんだということ、ですか

ら、ぜひ持ってくださいということで、どうプロ

モーションしていくかという部分を考えていただ

ければいいのかなと思います。 

  例えばゼロ歳からカードを持てる、100％を目

指すというのであれば、そうしたら、もしかした

ら産婦人科でやるのがいいのかとかという話も出

てくるのかなというふうには思うんですけれども、

そこまではないにしても、そういった、例えば成

人式、高校生、または中学校はちょっと早いかな

と思うんですけれども、自分でちゃんと判断がで

きるという段階になった段階でマイナンバーカー

ドを持っていただく、申請をしていただく。 

  マイナンバー制度ができたことによって、情報

は一元化されているわけであって、それの漏えい

のリスクというのは、カードを持たなくても、私

はあるのかなというふうには思っています。 

  それをしないための強固なセキュリティーシス

テムがあるんですけれども、だったら、必ず、ぜ

ひマイナンバーカードを持っている全国民がマイ

ナンバーカードをカードとして持たなければメリ

ットというものは半減してしまうのかなと思いま

すので、その辺のプロモーション、そして、行政

サービスの向上。 

  行政サービスが向上するということは、それこ

そ市民のメリットなんです。行政効率が上がって、

もちろん職員の方々の仕事が楽になるという部分

も含めて、それも市民にとってのメリットだとい

うふうには私は考えていますので、ぜひうまく活
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用して、このシステムを利用していただけたらな

というふうに思いますので、どうぞよろしくお願

いいたします。 

  以上でこの項、マイナンバーカードについての

質問を閉じさせていただきます。 

  続きまして、２番のドメスティック・バイオレ

ンス、ＤＶ対策についての質問に入るんですけれ

ども、その前に、今朝、新聞をちょっと見ていま

したら、また家庭内での暴力において５歳の女の

子の命が奪われるという痛ましい事件がありまし

た。まず、犠牲になった子のご冥福をお祈りした

いと思います。 

  その中で、５歳の子が大学ノートに「ごめんな

さい、許してください」というふうなことを書い

ているのを見て、私は朝から涙がとまらなくなっ

てしまいまして、こういったことが起きない世の

中、そういうのをつくっていくのが私たちの使命

なのかなと考えています。 

  執行部の方々と力を合わせて、そういった世の

中をつくっていけるように頑張っていきたいなと

いうふうに心に誓いました。 

  それでは、２番、ドメスティック・バイオレン

ス、ＤＶ対策についての質問をさせていただきま

す。 

  内閣府男女共同参画局のホームページを見ると、

ドメスティック・バイオレンス、ＤＶとは「配偶

者や恋人など親密な関係にある、またはあった者

から振るわれる暴力という意味で使用されること

が多い」とされています。家庭内や親密な男女間

で行われる暴力は、加害者も被害者も個人的な問

題と考えがちで表に出にくく、深刻化しやすいと

言われています。 

  しかし、ＤＶは明確な犯罪行為であり、被害者

の人権を著しく侵害するものであります。人権意

識やＤＶへの市民理解の向上により相談者はふえ

ていますが、それに伴いＤＶの被害に苦しむ被害

者が多くいることもわかってきています。 

  ５月17日の下野新聞によると、県は、ＤＶ被害

者の支援を強化するため、地域支援サポーター制

度を導入しました。養成講座を修了した22人のサ

ポーターの協力を得て、県や市町による支援をよ

り手厚くするものです。本市からも２人のサポー

ターが登録されたとのことでした。 

  栃木県全体でも相談件数は増加傾向にあり、本

市から他市、他市から本市への避難の可能性も考

えられ、県や他市との連携は欠かせないものだと

考えます。新制度の地域支援サポーターへの期待

が高まるところです。 

  本市においては、第２次那須塩原市配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計

画が策定され、男女間のあらゆる暴力の根絶を目

指して各施策が行われています。 

  加害者の物理的、精神的そして経済的暴力から

被害者を守り、社会において自立した生活を被害

者に営んでいただくため、市としての支援は欠か

せないものであると考えます。本市の取り組みが

実を結び、ＤＶから被害者を守り充実した支援体

制を確立することを望み、以下のことについてお

伺いします。 

  ⑴ＤＶに至る原因はどのようなことがあると考

えるかお伺いします。 

  ⑵学校における人権教育や男女共同参画教育を

推進するに当たり、現状の子どもたちのＤＶに対

する理解の深度や今後の課題についてお伺いしま

す。 

  ⑶生涯学習出前講座を高校生向けに行っている

かと思いますが、内容をお伺いします。 

  ⑷小中学校のＰＴＡは、若い夫婦にＤＶについ

て伝えるよい機会になると思うが、ＰＴＡとの連

携は考えているのかお伺いします。 
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  ⑸被害者の自立支援に向けて、現在民間シェル

ターや一時避難所は市内において足りているのか

お伺いします。 

  ⑹県の地域支援サポーター制度との連携をどの

ように考えるかお伺いします。 

  ⑺ＤＶ被害者を早期に発見し各関係機関と連携

した相談体制をつくるため、配偶者暴力相談支援

センターの設置が望まれるところであると考えま

すが具体的検討状況をお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） ２のドメスティッ

ク・バイオレンス、ＤＶ対策について順次お答え

いたします。 

  初めに、⑴のＤＶに至る原因についてお答えい

たします。 

  ＤＶに至る原因については、さまざまな要因が

複雑に絡み合っていると言われており、はっきり

とした裏づけはありませんが、薬物やアルコール

などの摂取で攻撃的になってしまう場合や、スト

レスをうまく発散できずにため込んでしまう場合、

さらに、暴力行為に対する良識の欠如や精神疾患

による場合などが主な要因に挙げられています。 

  次に、⑵の学校における人権教育や男女共同参

画教育を推進するに当たり、現状の子どもたちの

ＤＶに対する理解の深度や今後の課題についてお

答えいたします。 

  学校における人権教育や男女共同参画教育につ

きましては、お互いを尊重し、互いのよさや違い

を認め合ったり、不合理を解決するための実践力

を高めたりするため、道徳教育や特別の教科、道

徳の時間における指導の充実を図っております。 

  とりわけ、自分を大切にすること、相手を思い

やることの大切さを啓発することにより、ＤＶが

いかに相手の人権を傷つけるものであるかを捉え

ることができるように、心の教育に力を入れてい

ます。 

  今後の課題といたしましては、ＤＶは表面化し

にくいため、子どもたちに対してＤＶを直接的に

授業等で扱うことで、自分や家族がＤＶ被害者で

ある子に対しては、さらなる心理的ストレスを与

えることにもなりかねないという心配があります。 

  また、児童生徒の発達の段階によっては、ＤＶ

について理解できない子もいることから、指導場

面や指導方法について十分な研究と配慮が必要で

あると考えております。 

  次に、⑶の生涯学習出前講座を高校生向けに行

っている内容についてお答えいたします。 

  昨年度は、那須拓陽高等学校で３年生を対象に

デートＤＶに関する出前講座を実施いたしました。 

  県男女共同参画地域推進員那須塩原市連絡会の

皆さんが演じるデートＤＶに関する寸劇を生徒全

員で鑑賞した後、各教室に分かれてワークショッ

プを行いました。 

  次に、⑷の小中学校のＰＴＡとの連携は考えて

いるのかについてお答えいたします。 

  ＰＴＡは、社会教育関係団体としてみずから活

動する団体であり、人権教育を推進する上でも大

切な役割を果たすものであると考えます。 

  今後、市ＰＴＡ連絡協議会などとＤＶを伝える

機会としてどのような連携ができるのか検討して

まいりたいと考えております。 

  次に、⑸の被害者の自立支援に向けて、現在民

間シェルターや一時避難所は市内において足りて

いるのかについてお答えいたします。 

  ＤＶ被害者を一時避難させる場合において、同

じ市内に避難させることは、加害者から追跡され

る可能性があり、非常に危険なことから、基本的
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には市外への避難支援を行っております。 

  また、ＤＶ被害者を一時避難させる場合は、県

の一時保護施設に依頼し、対応することができて

いるので、現在のところ不足しているとは考えて

おりません。 

  次に、⑹の県の地域支援サポーター制度との連

携についてお答えいたします。 

  ＤＶ被害者等地域支援サポーター制度について

は、平成30年４月１日から運用が始まった新しい

制度であるため、サポーターの具体的な活用方法

については、現在検討中でありますが、まずはＤ

Ｖ防止対策の啓発活動への参加などを考えている

ところであります。 

  最後に、⑺の配偶者暴力相談支援センターの設

置についてお答えいたします。 

  平成29年３月に策定した第２次那須塩原市配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

基本計画の中で、「配偶者暴力相談支援センター

の設置を検討します」としていることから、今年

度は、他市との情報交換の場を設ける予定でおり

ます。 

  また、先進地視察なども含め、引き続き情報収

集や調査研究を行い、設置のあり方等について検

討していきたいと考えております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） それでは、ＤＶについて

の質問に対して随時再質問をさせていただきたい

と思います。 

  まず、ＤＶの原因の部分なんですけれども、医

療的、学術的なそういう見解を専門家から聞くよ

うな、そういうようなことを行ったことはあるの

かお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 専門家から原因等

について意見を求めたことがあるかということで

ございますけれども、我々としては、ＤＶ被害者

の方が逃げてきた、その人らの身柄を確保すると

いうか、そちらを優先的にしているものですから、

ちょっとそういう専門家の方の分析等、そういう

ものを聞いたことはございません。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） 対策という意味では、や

っぱり原因というものも重要な部分であるのかな

というふうにも、私は感じますので、相談を受け

ることはあるかと思うんですけれども、相談を受

けたときに、話を聞いているうちに、これはこう

いうことが原因だなというふうに感じるようなこ

とはあるのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 話を聞いている中

で、原因はこうなのかなというのは、そういうの

は聞いたことがあるかということでございます。 

  確かに、我々相談を受ける場合というのは、や

はり逃げてきた本人さん、不安定な状態でござい

ますので、うちのほうからそういう改めて原因な

んかは聞きはしないんですけれども、話している

中で、やっぱり複雑な家庭環境があるとか、そう

いうふうな部分がちょっと見えたりする部分はあ

るのかなというふうには思っております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そうですね。その場合、

相談してくる本人、被害者の方は、自分が受けて

いるＤＶというのはどこに原因があるのか、認識

しているのか、それとも、例えば相手からＤＶを

受けているのに自分のせいのように感じちゃって

いるような人もいるのかなというふうに感じるん

ですけれども、被害者というのは、ＤＶの原因と

いうものを認識していると思いますか、それとも
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それは難しいところかなというふうに感じるのか

お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） ＤＶの原因、また、

そういう意識があるのかというところでございま

すけれども、やはりこれについても、いろいろそ

の人によってケース・バイ・ケースといったとこ

ろがあるのかなというふうに思っています。 

  先ほども申しましたけれども、原因的なものは

改めて聞いたりはしない。話の中で出てくるとこ

ろでは、やっぱり相手がどうしても切れやすいと

か、そんな話があったり、あとは自分のことは余

り悪く言わないところもございますけれども、あ

とは、自分がちょっと働いていないからとか、そ

んなことを言われたりするんだよねとか、そうい

うふうなもので、話の中で少しずつ出てくるもの

はございます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そうですね、夫婦間で認

識するのは意外と難しいのかなと、例えばまちの

中で聞く話であっても、「うちは亭主関白なんだ」

とか、それとか、「妻には厳しく指導しているん

ですよ」なんて言いながら、それで、実はＤＶ的

なことが起きているなんていうケースもあるかと

思います。 

  そういう罪悪感なくＤＶを行ってしまっている

という家庭もあるのかなと思いますので、その辺

は、原因という部分でも少し入り込んでいくとい

うこともある程度必要なのかなというふうに考え

ますので、そういう人たちをサポートするという

意味では、その部分を理解してあげるということ

もあってもいいのかなというふうに考えておりま

す。 

  続きまして、⑵の学校における人権教育や男女

共同参画教育推進するに当たり、現在の子どもた

ちのＤＶに対する理解の深度や今後の課題につい

て聞いたことに関しての再質問をさせていただき

たいと思います。 

  確かに学校教育の場では、ＤＶが起きている家

の子どもというのもいるということも考えられま

すし、そういった子どもを授業を通して子どもを

傷つけるようなことがあってはいけないんじゃな

いのかなというふうには思います。 

  ただ、そういった家庭での子どもというのは、

ある意味、家庭内ＤＶが起きている中では虐待を

受けているというふうな定義にも当てはまるので

はないかというふうに思います。 

  校内、学校での授業の中、道徳教育の中でそう

いったものが見えて、保護者への面談に至るなん

ていうようなことがあるのかお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 子どもたちの発見にとい

う部分かと思うんですけれども、ふだんから学校

におきましては、授業に限らず登校してきてから

健康観察等から学校はスタートしますので、そう

いった機会を捉えて子どもたちの日ごろとは違っ

た様子、変わった様子がもし見られれば、そうい

った子についてはよく話を聞いたり、あるいは、

その子の不安とか心配ごとを丁寧に受けとめてい

く中で、ＤＶあるいは、狭義でいけば虐待、そう

いったふうなものが心配される場合につきまして

は、学校と私ども教育委員会学校教育課、さらに

は子ども未来部の子ども・子育て総合センターと

も連携して、最終的に保護者との面談というふう

につながっていく、そういったケースはないわけ

ではありません。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 
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○６番（森本彰伸議員） そうなんです。虐待とこ

のＤＶというのはすごくつながりがあるところで

ありまして、加害者のほうからすれば、「しつけ

のつもりです」という人が結構多いんです。 

  ただ、しつけというのは、恐怖で行ったしつけ

というのは、習慣にならないというふうに言われ

ています。やっぱりしつけをするという意味で、

例えばよりよくなってもらいたいという気持ちが

あるのであれば、愛を持って行うということが正

しい方法であると思うし、優しいお母さん、優し

いお父さん、優しい保護者の方から言われるから

こそ、または優しい配偶者から、愛する人から言

われるからこそ、優しく言われるからこそ習慣に

なるということがあるのかなというふうに思いま

す。 

  先日、きのうの新聞だったか、鹿沼市のほうで

赤ちゃん先生というのを行っているという記事が

新聞に載っておりました。 

  赤ちゃん先生というのは、お母さんが赤ちゃん

を連れてきて、子どもたちと接することによって、

自尊心であったりとか、相手に対する思いやり、

それとか、優しさというものを育てるための道徳

教育の一環として行われているそうなんですけれ

ども、大変すばらしい授業だなというふうに感じ

ましたけれども、この赤ちゃん先生の授業はご存

じでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今、議員からお話を伺い

まして、すばらしい取り組みだなというふうに感

じました。 

  申しわけございませんが、ちょっと私どものほ

うでは認識がございませんでした。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） すみません。突然聞いて

しまいましたけれども、こういった、多分学校教

育の中でのＤＶの防止という部分は、そういう道

徳教育なのかなというふうに私は感じています。 

  その子たちが大きくなったときに、配偶者に対

してＤＶを行わない、自分より力の弱い者に対し

て暴力を振るわないということを、そういった道

徳教育の中から学んでいくのかなと思いますので、

学校教育には、ＤＶ防止のために大きく期待する

ところであります。 

  もう一つ、指導法について十分な研究と配慮が

必要ということをおっしゃっていましたけれども、

先生がそのようなことの研修を受けたりとかして

いるのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） ＤＶそのものについてと

いうよりも、どちらかというと学校現場におきま

しては、子どもたちの虐待の発見、あるいはそう

いったものに対応という部分が、先生方にとって

は大変大きいウエートを占めている部分もあるの

かなと思っております。 

  そういった研修もありますが、同時にＤＶにつ

いて、あるいは、男女間の性暴力についてのもの

とかにつきましては、どちらかといいますと、県

のパルティのほうでやっているものが幾つかある

と思いますので、そういったものを紹介して、実

施されますのが夏休み期間であったりしますので、

任意で先生方の中で受講されているという話は聞

いております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） ぜひ先生方に頑張ってい

ただきたいなというふうに思います。 

  続きまして、⑶の高校生向けの出前講座のこと

について再質問させていただきたいと思います。 

  市内には４つの高等学校があるんですけれども、
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那須拓陽高等学校以外での出前講座の実績につい

てお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 那須拓陽高等学校以外で

は、市内では黒磯南高等学校が実施をしておりま

す。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） せっかく市内に４校あり

ますので、ぜひ全ての学校で行われる、そして、

こういう授業は、毎年または定期的に行われると

効果があるかと思いますので、ぜひ１校、２校、

単発的なものではなくて、継続的に行っていただ

けたらと思います。 

  高校生がデートＤＶの講座を聞いてワークショ

ップを行ったということですが、高校生の反応は

どのようなものであったのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 出前講座では、デートＤ

Ｖの寸劇鑑賞をし、さらにその後ワークショップ

というような形で話し合いを持ち、最後に、振り

返りシートというようなものを提出いただいてお

ります。 

  その中で記載されているところを見ますと、

「デートＤＶはなかなか人に相談できることでは

ないが、一歩踏み出して勇気を持って人に話すこ

とが大切だと思った」さらには、「ありそうでな

かったみんなでＤＶについて話し合ういい機会に

なった」また、「自分が思っている以上にささい

なことがデートＤＶになることを知りました」と

いうような意見をいただいているところでござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） このハイティーン世代と

いうか、高校生ぐらいの世代というのは、やっぱ

り男女間の恋愛感情というものが芽生えてくるこ

ろで、健全な恋愛感情を持つためにはいい機会、

いいタイミングであるのかなと思いますので、こ

ういった授業をぜひ続けていただきたいというふ

うに思っております。 

  それと、市では、デートＤＶのパンフレットも

つくって、私もちょっと見たことあるんですけれ

ども、小さいデートＤＶのパンフレットをつくっ

ていると思いますが、講座の際には、これを活用

されているのでしょうか、お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 先ほどお話ししました出

前講座の寸劇についても、講座全体についても、

また、今回のこのパンフレットについても男女共

同参画推進員の那須塩原市の連絡会の皆さんが中

心になってつくっていただいたものなんですが、

昨年このパンフレットができ上がる前に講座がご

ざいましたので、昨年の中では講座自体では使用

はしていないということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） それでは、このパンフレ

ットの配布先であったりとか、活用状況とか、さ

らに今後の活用方法についてお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 配布先は、市内の高等学

校４校、それから、中学校10校それぞれの３年生

のほうに配布をし、また学校の先生であったりと

いうところに配布をさせていただきました。 

  今後についても、部数との関係等もございます

が、効果的な場面で効果的に利用させていただき

たいというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 
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○６番（森本彰伸議員） 私、このパンフレットを

見させていただいたんですけれども、大変いい内

容というか、わかりやすく、絵も含めて書いてあ

るんです。 

  こういったものをどんどん活用していただくと

いうのも、全部回るというのは、やっぱり大変な

のかなと思いますので、こういうパンフレットの

活用というのもぜひ積極的に行っていただきたい

なというふうに思います。 

  部数というお話もありましたけれども、増版す

ればいいだけだと思いますので、ぜひどんどんつ

くって、こういうものは配布して、子どもたちに

対してデートＤＶというものは、やっぱりいけな

いものなんだということを、そして、男女間での

健全な恋愛意識というものを醸成していっていた

だけたらなというふうに思います。 

  続きまして、⑷小中学校のＰＴＡなどは、若い

夫婦にＤＶを伝えるよい機会になると思うが、Ｐ

ＴＡとの連携という部分での質問に対しての再質

問をさせていただきます。 

  公民館と小中学校と連携して行われている研修

事業というものがあるかと思うんですけれども、

その中で、ＤＶに関するセミナーなど選んでもら

うようなそういうセミナーを構築しておくとか、

そういったことを考えたらいかがかと思うんです

けれども、いかがでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 先ほどお答えがありまし

たとおり、ＰＴＡにつきましては、社会教育活動

をする団体でもありますので、そういう意味でも

人権教育という観点からＤＶについて学ぶという

機会はあってもいいのかなというふうに思います。 

  公民館とタイアップした家庭教育学級のことを

おっしゃっているのかなというふうに思いますが、

そういうメニューの中にこのＤＶということを取

り上げることもいいかと思いますし、私からお願

いするとすれば、子ども教育について中心的に取

り上げる場面が多いと思いますので、ぜひ児童虐

待についてもあわせて学ぶ機会にしていただけれ

ばありがたいと思っております 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） ＰＴＡは、大体自分たち

が主体的にどのような研修を受けるかを決めて研

修を受けていますので、それを強要するというこ

とは多分できないかと思うんですけれども、そう

いう選択肢があるということを伝えていくという

ことによって、若い夫婦間で自分たちの夫婦のあ

り方、つき合い方というものがＤＶ、ドメスティ

ック・バイオレンスになっているかもしれない、

そして、ならないようにしなきゃいけないんだと

いうことを伝えていただけたらなというふうに考

えております。 

  次に、⑸シェルター避難場所についてなんです

けれども、そういった民間シェルターなどから足

りているということですけれども、支援を求めら

れる、例えば金銭的補助を求められるとか、そう

いったことはあるんでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 民間シェルターに

ついて補助しているかということですけれども、

１件補助しております。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） わかりました。 

  他市から避難してきた方や他市に避難している

方の安全を守るために市としてどのようなことを

行っているか、できるのかということをお伺いし

たいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） それでは、他市か

ら避難してきた方に対してどのような対策をして

いるかということですけれども、まずは、住民基

本台帳の閲覧制限というのができます。これは、

ＤＶで追いかけられている人が住所を突きとめら

れないようにということで、こちらのほうでまず

住民票の発行とか、そういうふうなものが制限さ

れるといったもの、あとは、うちのほうに相談に

来た場合には、あとは、警察のほうにも相談しに

いくようにということでは伝えております。 

  あと、うちのほうから市外に行く場合、これは

その人の本人の意思によるんですが、引き続き公

的役所とか、そういうところの支援をいただきた

いと、相談員さんとまた相談をしたいといった場

合には、うちの市を通して市から市のほうへ紹介

しているといったところをやっているところです。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） この部分は、被害者の命

にかかわる部分でもあると思います。ぜひ万全に、

もちろん秘密の漏えいなどあってはいけないこと

なので、万全の対策をとっていただきたいなとい

うふうに考えております。 

  続きまして、⑹の県の地域サポーターセンター

との連携についてなんですけれども、確かにこれ

は、私も新聞で、５月17日だったかな、見て、大

変新しい制度ですので、まだなかなか難しいとこ

ろではあるかと思うんですけれども、ＤＶ防止対

策の啓発活動ということでありますけれども、そ

の活動というのはどんなことを想定しているのか

お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 活動の内容という

ことでございます。 

  毎年11月というのは女性に対する暴力をなくす

運動の期間というふうに定められているというか、

そういう時期になってきます。 

  その時期にうちのほうでお祭り、西那須野産業

文化祭とか、あとはなしお博とか、そういうもの

をやっておりますので、それにあわせて人権とか、

そういうものでの啓発活動、そんなものをやって

いただきたいなと思っているところです。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） それでは、今後市として

地域サポーターに期待することがあればお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） 期待することとい

うことでございます。 

  避難者の支援とか、本当はそういうのもあるの

かとは思うんですが、ただ、ＤＶの場合、逃げて

きた人というのは、今度、追いかけられている可

能性もございます。そういうところにこのサポー

ターの皆さん、いわゆるボランティアという形で

やっておりますので、サポーターさんの身の危険

というか、安全をまずは確保しないとならないと

思っています。 

  これは、ことし４月からできた制度でございま

すので、ほかの他市町村でもどのような対策をと

るかとか、そんなものをちょっと研究させていた

だきながら、ちょっとお願いできるものはお願い

していきたいと、そんなふうに思っているところ

です。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） 新しい制度で、せっかく

県でできた制度ですので、ぜひうまく連携してい

ただけたらなというふうに思います。 

  この制度は、登録サポーターさんという登録制
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ということで、委嘱ではないというふうに私も聞

いていますので、なかなか拘束力とか、そういう

こともない部分ではあるので、どういった連携が

できるかというのも難しい部分ではあるのかなと

いうふうに思いますけれども、ぜひ県とも連携し

て、ここはサポーターさんの活用という部分も考

えていただけたらなというふうに考えております。 

  続きまして⑺配偶者暴力相談支援センターのこ

となんですけれども、ＤＶ被害者が相談しやすい

相談窓口というのはどのようなものなのかという

ふうにお考えなのかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） どのような相談窓

口がいいかというようなところです。 

  これについては、ちょっと相反することを言っ

てしまうかもしれないんですけれども、相談であ

りますので、やはり気軽に相談に行けるというの

が一番いいんだと思います。 

  また、ほかから来ても、どこへ相談していいか

わからないというのではなくて、あそこへ行けば

相談できますよ、そういうので行って、気軽に行

けて、寄り添って話を聞いてもらえる、これがい

いんだと思います。 

  ただ、先ほども申し上げましたとおり、追いか

けられているとか、逃げてきているといった部分

がございますので、そういうものを隠さなければ

ならないという部分もございますので、その辺の

仕組みといいますか、本当にそのセンターだけで

受け付けするのか、それとも電話だけ受け付けて、

実際会う場所は外でやっているとか、いろんなや

り方があるのかなというふうな部分もありますの

で、今後ちょっと研究させていただきたいと思っ

ています。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） そうですね、多分ＤＶの

人が相談しに行くときに、例えば子ども未来部の

ところの窓口に行ってとか、それとか、社協さん

に行ってとかといっても、そこに行くのが正しい

のかどうかというのも、多分被害者の人わからな

かったりすることがあると思うんです。 

  ただ、この配偶者暴力支援センターという名前

ですと、ここに行けばいいんだとはっきりわかる

部分ではあると思うんです。そういう意味でも、

このセンターは求められている部分なのかなとい

うふうに思います。 

  そして、今おっしゃるとおり、秘密の部分であ

ったりとか、デリケートな部分もありますので、

慎重な対応というのが求められる施設であること

も間違いないと思います。 

  そこで、先進事例などを視察するということが

多分効果的かなというふうに思うんですけれども、

どこか先進事例を見に行くとか、そういうふうな

予定とか、考えはあるのでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（冨山芳男） どこか先進地を見

に行くのかということでございます。 

  我々、このＤＶ対策をするに当たって、やはり

県との連携というのが一番必要になります。 

  先ほども言ったように、那須塩原市から避難さ

せる場合には、県の施設を経由してやっていただ

いておりますので、やはり栃木県との連携が必要

なので、余り県外の例を見てきてもというところ

はあります。 

  なので、ちょっと県と相談しながら、または県

内に３カ所ほどセンターがございますので、そう

いうところでどのような対応をとっているか、先

ほど申し上げましたように、身近な相談でありな

がら秘密を守れる方法というか、そんなものもあ
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わせてそういうところでちょっと調査研究させて

いただきたいなと思っています。 

○議長（君島一郎議員） ６番、森本彰伸議員。 

○６番（森本彰伸議員） 県内に３つあるのですが、

ぜひ見に行っていただいて、多分、いいところ、

悪いところあるかと思うんです。そういうところ

も学んで、那須塩原市の配偶者暴力相談支援セン

ターが一番いい相談支援センターだということに

なるように、そして、ＤＶ被害者を守っていける

ように市のほうでも頑張っていただきたいなとい

うふうに思います。 

  この家庭内の暴力は、自分の愛する人から受け

る暴力ということで、大変悲しいことです。こう

いったことが本当にないような社会、世の中とい

うものをぜひ皆さんと一緒に、執行部、そして

我々議員が力を合わせて成し遂げていかなければ

いけないのかななんていうふうに感じております。 

  冒頭、ちょっと私も涙ぐんでしまったりした部

分はあったんですけれども、子どもの虐待という

部分でも含まれる部分かもしれませんけれども、

家庭内のせっかく明るく子どもが育つ場所である

はずのところでの暴力、絶対許されないことであ

ると思いますので、ぜひ私たちもしっかり目を開

いて、情報を得て対応していきたいと思いますの

で、一緒に頑張っていただきたいということをお

願いさせていただいて私の一般質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で６番、森本彰伸議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎議員） 以上で、本日の議事日程

は全部終了しました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時２６分 


